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1 章 前期基本計画の概要 

1節 計画の趣旨 

前期基本計画は、第 2 次香取市総合計画の将来都市像である「豊かな暮らしを育む 歴史文化・自然の郷 

香取 ～人が輝き 人が集うまち～」を実現するため、必要な施策と事業を体系的に整理したもので、本市のま

ちづくりの具体的な指針となるものです。 

 

2節 計画の期間 

 前期基本計画は、基本構想の（10年間）の前半部分である、2018（平成 30）年度から 2022 年度までの 5 年間

を計画期間とします。 

 

3節 計画の考え方 

 前期基本計画を推進するに当たり、その実効性を高めるという観点から、次の 3点を考え方の基本とします。 

 

（１）市民と行政等による施策の推進 

将来都市像の実現は、行政のみならず市民、地域、企業、各種団体といった多様な主体との施策の推進が

不可欠です。このことから、基本計画は将来都市像の実現に向けた行政活動の指針であるとともに、より質の

高い市民生活を実現していく市民や地域にとってのまちづくりの方向性を示すものです。 

施策の推進に当たっては、積極的に情報発信を行い、市民意見を聴取する機会を設定するなど、多様な主体

のまちづくりへの関わり方を確認しながら、各施策の取り組みを推進していきます。 

 

（２）戦略的な計画の推進 

本市では、税収と人口の減少、少子高齢化の進行から、従来に比べ利用できる財源の縮小が予測されます。

厳しい財政状況の中にあって、効率的・効果的な行財政運営を図る観点から、重点課題や特性を見極め、経営

的な感覚を持って戦略的に取り組みを推進していきます。 

計画期間中に優先的に取り組む事業群を「重点プロジェクト」として明確に位置づけ、重点課題に対して、横

断的な施策の取り組みによって計画を推進していきます。 

 

（３）進行管理が適切に行える体制の構築 

将来都市像の実現に向けて、計画に掲げる施策を効率的・効果的に実施していくためには、進捗状況や課題

を適切に理解しながら、取り組みを推進していくことが必要です。計画の推進においては、計画策定、実行、評

価、改善までの PDCA サイクルを構築し、各施策の実現性の向上を図っていきます。 

また、施策の進捗状況を把握するために、計画に位置づけられる 38 施策については、達成したい成果目標

を明確に位置づけ、実施効果をしっかりと評価できる体制の構築を目指します。 
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１） 効果 

 成果指標を設定することにより、目的意識・成果意識を高めます。 

 目指すべき水準を明確にすることや、市民など外部へ目標値を開示することにより、目標達成意欲を

高めます。 

 事業成果とその内容分析により、新たな施策・事業立案への活用（PDCA サイクルによる施策・事業の

再構築）を図ります。 

 事業の成果という視点から市民生活がどのように変化したかを表すことにより、市民の市政に対する

意識、理解度を高めます。（分かりやすい市政の実現） 

 

２） 設定の手法 

対象 
 数値化が可能な項目「行政活動によって市民生活などがどう変化したか（成果）を

表す指標」をできるだけ使用 

現状値  原則として、2017（平成 29）年度の数値 

目標値  原則として、2022 年度を目標とする数値 

 

３） 管理の手法 

 計画期間中の進捗状況については、担当部署で定期的に把握し、随時必要な対策を講じていきます。 

 計画期間終了時には、計画策定部署がその達成度の結果を取りまとめて公表します。担当部署は達

成度についての評価・検証を行い、その結果を今後の施策や事業の立案のために活用していきます。 
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２章 市の将来の姿 

1節 将来人口の見通し 

 平成 27年国勢調査において本市の人口は 77,499人となっています。平成 27年度に策定した「香取市人口ビ

ジョン」の推計では、本市の将来人口は、2020 年に 76,254 人（平成 27 年国勢調査人口比、－1.6%）、2025年に

は 72,898人（同、－5.9％）、2030年には 69,860人（同、-9.9％）と見込まれています。 

 

 

 

【人口推計結果】 
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2節 財政状況の見通し 

前期基本計画期間の財政見通しは、以下のとおりです。 

【歳入】    

   （単位：百万円） 

項目 2018 2019 2020 2021 2022 

市税 8,518 8,430 8,347 8,088 7,917 

各種交付金等 808 747 697 697 696 

地方消費税交付金 1,240 1,331 1,605 1,541 1,541 

地方交付税 8,408 8,427 8,184 8,187 8,528 

一般財源の計 18,974 18,935 18,833 18,513 18,682 

国・県支出金 6,754 6,135 6,594 5,743 5,620 

繰入金（財政調整基金） 0 0 0 700 900 

繰越金 1,796 1,501 969 606 174 

地方債 7,734 5,003 6,340 4,550 3,347 

その他 1,833 1,747 1,750 1,736 1,735 

合計 37,091 33,321 34,486 31,848 30,458 

【歳出】     

   （単位：百万円） 

項目 2018 2019 2020 2021 2022 

人件費 4,649 4,508 4,459 4,324 4,155 

扶助費 6,081 6,104 6,120 6,121 6,122 

公債費 3,146 3,407 3,554 3,740 3,949 

義務的経費の計 13,876 14,019 14,133 14,185 14,226 

物件費 3,426 3,588 3,909 3,864 3,921 

補助費等 4,361 4,403 4,447 4,238 4,396 

繰出金 3,679 3,683 3,746 3,841 3,894 

投資的経費 8,369 4,773 5,700 3,406 1,890 

その他 1,879 1,887 1,945 2,140 1,974 

合計 35,590 32,353 33,880 31,674 30,301 

歳入合計－歳出合計 1,501 968 606 174 157 

決算剰余金処分積立額 0 0 0 0 0 

次年度への繰越金 1,501 968 606 174 157 

 

財政調整基金期末残高 6,748 6,754 6,760 6,566 6,172 

公共施設整備基金期末残高 2,002 2,004 2,005 1,707 1,409 

地域振興基金期末残高 3,450 3,450 3,450 3,250 3,050 
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１． 歳入・歳出の見通し 

【歳入】 

「市税」については、生産年齢人口の減少、評価替えによる地価の下落がそれぞれ市民税、固定資産税に影

響し、減収となることを見込んでいます。 

「地方交付税」では、普通交付税の合併算定替えの段階的縮減が平成 28 年度から始まっており、合併特例

債の交付税措置を除けば、増収が見込めない状況です。 

「地方債」については、優遇措置のある合併特例債を事業計画に沿って発行するほか、普通交付税の代替と

なる臨時財政対策債の発行を見込んでいます。 

【歳出】 

「人件費」は、職員定員適正化計画を継続して推進することにより、年々減少していきます。 

「扶助費」は、少子高齢化に伴う社会保障関係費などの増加により増加傾向が続きます。 

「公債費」は、合併特例債や臨時財政対策債に対する元利償還金が今後一層増大することにより、財政構造

の硬直化が懸念されます。 

「補助費等」は、一部事務組合負担金の割合が大きく、香取広域市町村圏事務組合は消防施設費、病院組

合は東庄町脱退後の影響額を考慮して算出しています。 

「投資的経費」は、これまでの建設事業費の執行規模を考慮するほか、合併特例債事業については、事業計

画に基づき算出しています。 

「その他」には、積立金及び投資・出資金が含まれており、出資金には小見川総合病院が香取市単独経営と

なることへの影響額、病院の建て替えに係る償還金に対する出資金を見込んでいます。 

 以上のことから、本計画期間においては、市税の減収等により増収が見込めない中、投資的経費や公債費の

増加等により、優遇措置期間に決算剰余金として積立てた財政調整基金、公共施設整備基金及び地域振興基

金を財源不足に充てながら財政運営を行っていくことが予想されます。 

 

２． 財政運営の考え方 

 合併以降、適宜、行財政運営の見直しを行い、剰余金及び人件費の削減分について、可能な範囲で財政調整

基金等への積立を行ってきました。引き続き、職員数の削減による人件費抑制分等を、可能な限り財政調整基

金等に積み立てることとし、合併優遇措置がなくなった後も、円滑な行財政運営が維持できるよう準備をしてい

きます。また、減債基金の活用についても検討を図り、市債の償還の財源に充てながら公債費の抑制に努めて

いきます。  

さらに、市税等自主財源の縮小という状況に直面していることから、適正な歳入確保対策の検討を図りつつ、

財政規律を保ちながら、本来の適正規模に基づく行財政運営に向けた見直しを進めていきます。 

 既存の公共施設については、「公共施設総合管理計画」を基に施設の費用対効果等を検証しながら、統廃合

や適正配置、官民連携による運営方法の見直し等、市民の声も聴きながら検討していく必要があります。 

 また、合併特例債事業については、建設費以外にも、後年度発生するランニングコストが重くのしかかることか

ら、建設後の運営方法等を十分検討することが求められます。 
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3節 地域整備の方向性 （出典：香取市都市計画マスタープラン） 

 

 本市の変遷と特性を踏まえ、将来のまちの骨格を示す将来都市構造を「拠点」、「軸」、「ゾーンなど」により設

定し、地域整備を推進します。 

 

（１）拠点 

拠点は、市民の生活や都市活動及び交流の中心となる場所で、市民の生活を支え、香取市の活力、にぎわ

いを創出する市域や地域の中心となります。それぞれの特性を活かした魅力のある拠点の形成を目指します。 

 

種類 概要 

① 都市拠点 本市の都市活動や居住の中心となる場所で、佐原市街地と小見川市街地とします。

都市拠点は、本市の「顔」となる場所で、今後も機能の充実並びに魅力の向上を図る

ことが求められています。地域の特性を活かした居住環境の形成と生活を支える都

市サービス機能の整った暮らしやすいまちづくりを目指します。 

都市拠点 

中心拠点：佐原市街地及び市街地周辺 

副 拠 点：小見川市街地及び市街地周辺 

② 地区拠点 山田地域、栗源地域において、地域を担う行政サービスや生活サービス機能等が集

積する場所です。市民の生活や活動を支える身近なサービス等の機能が集積した

拠点の形成を目指します。 

地区拠点 

山田地域：支所周辺（行政）、府馬地区（生活） 

栗源地域：支所周辺及び岩部交差点周辺（行政・生活） 

③ 産業拠点 産業機能が集積する場所で、小見川工業団地を位置づけます。本市の産業を支え

る拠点として、小見川工業団地の操業環境の維持、向上を図ります。 

産業拠点：小見川工業団地 

④ 観光交流拠点 観光資源となる自然環境や歴史的資源等を中心とする場所で、資源の維持、保全を

図るとともに、観光や交流の場として拠点の活用を目指します。 

観光交流拠点 

佐 原：香取神宮周辺､小野川周辺､与田浦周辺､加藤洲十二橋周辺､ 

水の郷さわら､横利根閘門ふれあい公園周辺 

小見川：くろべ運動公園周辺､小見川城山公園周辺､まほろばの里案内所周辺 

山 田：府馬の大クス周辺､橘ふれあい公園周辺､鳩山地区観光農業施設周辺 

栗 源：栗源運動広場周辺､道の駅くりもと周辺 

⑤ 都市活性化拠点 本市の新たな活力を創出する、一体的な土地利用が可能な場所で、周辺の環境に

配慮しながら、本市の交流や活力を創出する新たな拠点の形成を目指します。 

都市活性化拠点 

佐原香取 IC 周辺､阿玉台地区周辺､大関地区 
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（２）軸 

軸は、都市間や地域間を結ぶ道路など、交流や都市活動を支える連続した空間で、市民の生活を支え、香取

市の活力、にぎわい創出の基盤となります。 

種類 概要 

① 都市連携軸 広域的な連絡性、または、成田国際空港や鹿島臨海工業地帯を連絡する連続した

空間で、にぎわいと交流を支える機能の充実を目指します。 

都市連携軸 

東関東自動車道､国道 51号､国道 356号バイパス､成田小見川鹿島港線､ 

利根川､鉄道（ＪＲ成田線､ＪＲ鹿島線） 

② 地域連携軸 地域間や拠点を連絡する連続した空間で、市民の生活や活動を支える機能の充実

を目指します。 

地域連携軸 

国道 356号(国道 51 号以東区間)､東総有料道路~大栄栗源干潟線、 

旭小見川線､佐原山田線､佐原八日市場線､佐原椿海線､交流促進連絡道路､ 

香取市横断道路 

③ 沿道利用検討区

間 

都市連携軸、地域連携軸の沿道の都市的土地利用の進展が想定される区間で、

周辺の自然環境等と調和し、交通の利便性を活かした利用を目指します。 

都市連携軸における沿道利用検討区間 

国道 51 号線、成田小見川鹿島港線 

地域連携軸における沿道利用検討区間 

国道 356号線（佐原市街地~小見川市街地の区間）、 

東総有料道路~大栄栗源干潟線(佐原八日市場線以南区間)､ 

佐原山田線(佐原市街地～成田小見川鹿島港線の区間)､ 

旭小見川線(小見川市街地～府馬地区周辺の区間) 

 

（３）ゾーンなど 

ゾーン・エリアは、基本的な土地利用等の大枠を示すもので、それぞれの地域が有する資源等を保全、活用

することで、地域の特性に応じた土地利用を目指します。 

種類 概要 

① ふるさと交流・定

住ゾーン 

農地や農村集落地等で形成される地域とします。優良農地の保全・活用に努め、

生産性の高い農業生産地として活用していくとともに都市との交流空間としての活

用を図ります。 

② 水と緑の環境保

全・活用ゾーン 

利根川、与田浦周辺等の水辺空間や市南部の緑を形成する山林等とします。河川

や緑の保全、育成、また市民の憩いの場等として活用を図ります。 

③ 農村集落地等エ

リア 

「ふるさと交流・定住ゾーン」や「水と緑の環境保全・活用ゾーン」において、まとまり

のある農村集落地等が形成されている地域とします。無秩序な住宅等の開発を抑

制しつつ、生活環境施設の整備を総合的に進め、農業環境・自然環境と共生する

快適でゆとりのある居住環境の創出を図ります。 
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都市拠点

地区拠点

産業拠点

観光交流拠点

都市活性化拠点

都市連携軸（道路）

都市連携軸（利根川）

都市連携軸（鉄道）

地域連携軸（道路）

沿道利用検討区間

ふるさと・交流定住ゾーン

水と緑の環境保全・活用ゾーン

農村集落地等のエリア

■香取市の将来都市構造図 

（出典：香取市都市計画マスタープラン） 
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３章 重点プロジェクト 

 

1．重点プロジェクトとは 

本市では、これまでの人口の推移から見られるように、出生数の減少や若年層の転出等による人口減少が

急速に進んでいます。 

少子化や人口減少の進行は、地域の経済や活力の低下を招くとともに、人の繋がりの希薄化やそれに伴う課

題解決力の低下などに繋がるほか、行政サービスの量・質の低下など、これまでの市民生活の維持そのものが

困難になることも見込まれることから、本市の最大の課題となっています。 

しかしながら、本市が課題解決に活用できる人材・予算などの経営資源は限られていることから、基本構想で

定めた将来都市像の実現には、限りある経営資源を効果的かつ効率的に活用する必要があります。 

このため、重点プロジェクトでは、基本構想に掲げる将来都市像の実現に向け、限られた財源や人材を有効に

活用しつつ、重点的・分野横断的に取り組むための方向性を明確化します。 

 

 

 

 

重点プロジェクト設定イメージ 
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２．「第 2次香取市総合計画」と「香取市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の関係 

 少子化や人口減少の課題に対応し、人口減少に歯止めをかけるとともに、市民生活の水準を維持・向上でき

るよう、平成 27 年度に、「香取市まち・ひと・しごと創生総合戦略」（総合戦略）を策定し、喫緊に対処すべき課題

について取り組みを進めています。 

 しかし、総合戦略の計画期間は平成 31 年度までであり、少子化や人口減少への対応は短期的に成果を上げ

ることが難しいため、継続的な取り組みを進めていく必要があります。そこで、「第 2 次香取市総合計画」では、

総合戦略で進めている取り組みを、第 2 次香取市総合計画 前期基本計画に重点プロジェクトとして位置づけ、

継続的に推進していきます。 

 

３． 重点プロジェクトの基本的な視点 

 重点プロジェクトの推進にあたり、総合戦略の取り組みの方向性を継承しつつ、4 つの基本的な視点を設定し

ます。 

  

（１）地域における雇用の確保 

本市の地域特性や特色を生かした産業の振興と、若者から高齢者まで魅力を感じる職場の形成を通じて、人

を惹きつける雇用環境の整備を目指します。 

 

（２）定住・移住・交流の促進 

来て良し、観て良し、住んで良しの香取市の実現のために、観光資源を活用し、本市の認知度向上を図ること

で、交流人口の拡大と移住者の受け入れ環境の整備を目指します。 

 

（３）若い世代が結婚から子育ての希望をかなえる環境の整備 

若い世代が、自らの希望をかなえつつ、安心して子どもを産み育てられる環境の整備を目指します。 

 

（４）持続可能な地域づくりの推進 

 限りある経営資源を効率的に活用し、市民ニーズに応じた行政サービスを継続的に提供するとともに、地域づ

くりの取り組みを支える環境の整備を目指します。 



14 

４． 重点プロジェクト 

基本的な視点に対応した「多様な働く場づくりプロジェクト」、「人を惹きつけるまちづくりプロジェクト」、「安心・

安全な子育て環境づくりプロジェクト」、「次世代へ続く地域づくりプロジェクト」の４つの重点プロジェクトを設定し

ます。 

 

（１）多様な働く場づくりプロジェクト 

本市においては、地域に住む若者から高齢者まで、それぞれが活躍し、その能力を発揮することができる

労働環境の整備が重要です。そのためにも住み慣れた地元で、成長とやりがいを感じることができる魅力的

な雇用の場を創出し、生活基盤の支えとなる雇用環境の整備が必要です。 

成田国際空港圏の強みを生かし、住み慣れた地元で安定的に働き続けることがきるよう、既存産業の活性

化や企業の誘致、創業支援などに取り組みます。 

 

・取り組みの方向性 

① 地域を支える中小企業や商店街活性化支援 

既存商店街・中小企業者の経営体質強化などにより、各地区商店街の魅力向上を図ります。また、商工会議

所・商工会と連携し、多くの人が訪れ、交流することができる賑わいのある商店街づくりを進めます。 

 

② 地元のニーズに適った企業誘致や創業等への支援 

 地域経済へ貢献する企業の誘致により、若者の定住促進に効果的な雇用環境の改善に取り組みます。地域

の衰退イメージを増幅させている商店街の空き店舗の活用を図ることにより、起業や開業を促進して、商業等の

機能を集積させ、地域の活性化に繋げます。また、市・金融機関・商工会議所・商工会等との協働による地域産

業の創出に取り組み、新規開業者に対する支援を行うことで、産業の振興を図ります。 

 

③ 魅力ある農林畜産業の実現 

 農業労働力を確保するため、担い手、後継者への支援及び新規就農者の育成に取り組みます。 

また、安定した営農を継続できるような作業の省力・軽労化を図りながら、活力と魅力に満ちた農林畜産業を

実現します。 

さらに、農業者・ＪＡグループなどの連携により生産流通体制の強化、農畜産物の高付加価値化及び販路拡

大を推進するとともに、農業経営の多角化などによる高収益化の取り組みを支援します。 

 

・推進の中心となる施策 

「農林畜産業」、「商工業」、「企業誘致」 
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（２）人を惹きつけるまちづくりプロジェクト 

地域の活力を維持するためには、優れた地域資源を活用して移住・定住の促進や交流人口の拡大を図ること

が重要です。本市への来訪者が「行ってみたい」から「住みたい」と思えるよう、歴史・食などの資源の活用により、

地域の魅力を最大限に活かす取り組みや移住のための支援を行い、市外からの人の流れを創出します。 

また、高校生アンケート（H29.4 実施）の結果では「香取市に住み続けたい」、「また戻ってきたい」と回答した理

由で「自然」、「歴史」を多く挙げていることから、将来を担う児童・生徒を対象とした地域への愛着を深める教育

の実施などにより、郷土愛を醸成します。 

 

・取り組みの方向性 

① 歴史・文化の活用 

 郷土に誇りを持ち、本市に住み続けたいという意識を高めるため、指定文化財等の利活用を通じて地域の自

然、歴史、文化などの認知度を高めます。また、祭礼や地域伝統芸能の保存・伝承への積極的な参加を促し、

次世代に歴史・文化を継承します。 

 

② 観光資源の連携による回遊性の向上 

 地域資源を活用した集客の促進を図るため、潜在する新たな資源を発掘し、既存の観光資源と組み合わせる

ことで周遊性を高め、本市への滞在時間の延長を図るとともに、体験型プログラムの開発や効果的なプロモー

ションを実施します。 

 

③ 住環境面からの定住・移住推進体制の整備 

核家族化やライフスタイルの多様化、少子高齢化に伴う人口減少などにより増加している空き家について、移

住者や若年層世帯の利活用を促進することで、移住・定住の推進を図ります。また、地域コミュニティを維持する

ため、本市の魅力を積極的に情報発信し、移住希望者の拡大に取り組みます。 

 

④ 公共交通の利便性の向上 

市民の身近な交通手段である路線バスの運行維持を図るとともに、地域住民の生活スタイルや生活圏を考

慮しながら循環バスなどの利便性の向上を図り、地域に密着した公共交通の確保を目指します。 

 また、本市と市外・首都圏とを結ぶ高速バスなどの公共交通の利便性を向上することで、通勤・通学目的の市

民と観光目的の来訪者に対して多様な交通手段を提供し、定住性を高めるとともに交流人口の拡大を図ります。 

 

⑤ 特色ある学校教育の推進 

自然や歴史・文化に恵まれた本市の特性を活かした教育を推進し、地域の魅力に触れ、郷土への愛着や誇

りを持つことで、香取市へ住み続けたいという意識を育む教育に取り組みます。 

 

 

・推進の中心となる施策 

「観光」、「学校教育」、「歴史・文化」、「市街地整備」、「町並み整備」、「住宅環境」、「公共交通」  
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（３）安心・安全な子育て環境づくりプロジェクト 

 本市では、男女とも 10歳代後半から 30歳代までが転出超過となっており、合計特殊出生率についても、平成

25 年で全国の 1.43、県の 1.33 と比較し、本市の 1.21 は低く、人口減少対策を考える上で、重要な課題となって

います。 

このような状況から、若年層の人口流出を防ぐ一方で、出生率の向上を図るため、子育て世代が「ここで子ど

もを産み育てたい」と思えるまちを目指します。結婚から子育てまで、切れ目のない一貫した支援の充実を図る

など、子育て世帯を地域全体で支えあい、安心して子どもを産み育てられる環境を整備します。 

 

・取り組みの方向性 

① 結婚から子育てまで、切れ目のない支援体制の充実 

若い世代が、希望どおりに結婚し、子どもが持てるように、出会いの場の拡充や経済的な負担の軽減、子育

てに関する相談ができる環境づくりを進めます。また、保育ニーズの変化に応じた環境や機能の充実を図り、切

れ目のない子育てサービスの提供を目指します。 

 

② 地域における子育て支援体制の充実 

 地域の子育て家庭への支援により、子育てにおける孤立化や不安感・負担感の軽減を図ります。また、地域で

子育てを支える環境の充実が求められていることから、家庭、地域、保育所、幼稚園などの幅広い連携を一層

図り、安心して子どもを育てられるまちを目指します。 

 

③ 保健機能の充実 

 妊婦や乳幼児の健康診査、新生児訪問指導や保健指導等の母子保健サービスを身近な場所で受けられるよ

うにするなど、母子保健医療体制の整備を進め、妊娠・出産・子育て期までの切れ目のない一貫した支援の充

実を図ります。 

 

④ 子どもが安心して安全に遊べる場の確保 

 子どもの遊びと交流の場である公園など、公共施設での安心と安全を確保するため、適正な維持管理・改修を

推進し、快適な憩いの場の充実を図ります。 

 

・推進の中心となる施策 

「公園・緑地・水辺空間」、「子育て」、「健康づくり」  
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（４）次世代へ続く地域づくりプロジェクト 

地域の活力の低下により、本市の活力の維持が困難になる恐れがあります。 

また、近年、行政だけでは解決困難な様々な課題に増えており、市民、企業等と行政が一体となって課題解

決に取り組む必要があります。 

さらに、合併による財政優遇措置の段階的な解消に伴い、本市の財政状況は厳しさを増しており、行政サー

ビスの質と量を維持するため、効率的な行財政運営が必要となります。 

 

・取り組みの方向性 

① 市民協働による地域づくり 

 市民と行政がそれぞれの役割を認識し、共に考え、共に行動し、地域交流の活性化や地域における課題解決

に取り組みます。また、理想的なまちをつくりあげていくため、住民自治協議会や自治会、各種市民活動団体へ

の参加を促し、市民と行政の協働による持続可能な地域社会の構築を目指します。 

 

② 地域医療の充実 

  小見川総合病院の診療体制を充実させるため、常勤医師の確保や市内の医療機関等との連携を図ります。

また、本市で不足している周産期医療や脆弱な休日・夜間の救急医療などの提供体制の構築を目指します。 

これらの取り組みにより、市民が安心して医療サービスを受けることができる地域医療体制を整備します。 

 

③ 高齢者福祉の推進 

 介護予防事業や保健事業などにより、高齢者がいつまでも元気に暮らせる社会を目指します。また、介護を必

要とする人が必要な時に受けられる充実したサービス体制や、一歩進んだ介護予防の推進により、高齢者が生

きがいを持って暮らせるまちを目指します。 

  

④ 行政運営・財政運営 

新たな行政課題や市民ニーズに的確かつ柔軟に対応できるよう、組織の機動性向上や職員の育成等を図り、

簡素で効率的な行政運営を目指します。また、公共施設・公共インフラの老朽化による施設の維持費用の増大

や人口構造の変化による施設の統廃合等について、「香取市公共施設等総合管理計画」及び「香取市学校等

適正配置計画実施プラン第一次改訂版」に基づき検討を進めます。 

さらに、中期財政推計を見直し、歳入の確保と歳出の一層の適正化を進め、歳入歳出の両面から持続可能

な財政構造の確立を目指します。 

このため、歳出の適正化にあたっては、外部評価制度などの導入を検討し、限りある経営資源の選択と集中

を図ります。 

 

・推進の中心となる施策 

「介護・介護予防」、「高齢者の生きがい」、「地域医療」、「教育施設・環境の整備」、「市民協働」、「行政運営」、

「財政運営」 
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  重点プロジェクト 

大綱 施策名 
多様な 

働く場づくり 

人を惹きつける 

まちづくり 

安心・安全な 

子育て環境づくり 

次世代へ続く

地域づくり 

産業・経済の振興 

～産業の活性化によりま

ちの活気を高め、賑わい

のあるまちを創る～ 

農林畜産業 ◎     

商工業 ◎      

企業誘致 ◎      

観光  ◎    

生活・環境の向上 

～水と緑のやすらぎを感

じ、安心・安全に暮らせ

るまちを創る～ 

自然環境・省エネ       

廃棄物処理・再資源化       

公園・緑地・水辺空間   ◎  

交通安全・防犯     

防災・消防・救急     

市民相談・消費者相談     

健康・福祉の充実 

～支えあいのなか、健康

で生き生きと自分らしく

暮らせるまちを創る～ 

地域福祉     

介護・介護予防    ◎ 

高齢者の生きがい    ◎ 

子育て   ◎  

障害者福祉      

健康づくり   ◎  

地域医療    ◎ 

社会保障       

教育・文化の振興～地域

の歴史・文化を知り、未

来を担う人を育むまちを

創る～ 

教育施設・環境の整備    ◎ 

学校教育  ◎   

青少年健全育成     

生涯学習     

生涯スポーツ     

歴史・文化  ◎   

都市基盤の整備 

～安全で快適な魅力あふ

れるまちを創る～ 

土地利用     

市街地整備  ◎    

町並み整備  ◎   

住宅環境  ◎   

道路整備     

公共交通  ◎   

上水道      

下水道     

市民参画・行政の取組 

～みんなが力を発揮して

将来に続くまちを創る～ 

市民協働     ◎ 

人権       

国際交流・地域間交流       

広報・広聴       

行政運営     ◎ 

財政運営     ◎     

重点プロジェクトとの関連が強い施策に◎を付しております。 
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４章 施策内容 

1節 施策体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業・経済の振興 

生活・環境の向上 

公園・緑地・水辺空間 

廃棄物処理・再資源化 

自然環境・省エネ 

交通安全・防犯 

防災・消防・救急 

市民相談・消費者相談 

介護・介護予防 

地域福祉 

障害者福祉 

子育て 

高齢者の生きがい 

健康づくり 

社会保障 

地域医療 

企業誘致 

商工業 

農林畜産業 

観光 

健康・福祉の充実 
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土地利用 

市街地整備 

道路整備 

住宅環境 

町並み整備 

公共交通 

市民協働 

下水道 

上水道 

人権 

生涯スポーツ 

歴史・文化 

青少年健全育成 

学校教育 

教育施設・環境の整備 

生涯学習 

行政運営 

広報・広聴 

国際交流・地域間交流 

財政運営 

教育・文化の振興 

都市基盤の整備 

市民参画・行政の取組 
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2節 各施策の見方 

 

 

 

 

施策の成果を表す指標： 

5 年間の目標の達成度を測るた

めの代表的な指標を設定してい

ます。 

現状： 

各施策に関連する国・県など社会の動向・現状などを

記載しています。また、動向・現状に対する本市での

取り組みを記載しています。 

主な課題： 

5 年間の目標達成のために解決すべき課題を

記載しています。 

5 年間の目標： 

5 年後の各施策の目指す姿を記載しています。 
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主な事業： 

取り組み方針に基づいて実施していく事業の

うち、主なものを記載しています。 

関連する個別計画： 

施策に関連する個別計画を掲載しています。 

市民・地域への期待： 

5 年間の目標達成のために、市民・地域に期

待することを記載しています。 

施策の展開： 

課題を解決し、5 年後の目指す姿を実現する

ための取り組み方針を記載しています。 

取り組み方針： 

課題に対する対応の姿勢、解決のための行

動の視点を記載しています。 
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3節 各施策 

１ 農林畜産業  担当課： 農政課 関係課：  農業委員会 

■５年後の目指す姿 

次世代農業の担い手を確保し育成します。生産力の強化と消費者ニーズに対応した農林畜産物を生産する

ことにより、活力と魅力にあふれています。 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

農業産出額 

市町村別の品目毎の年間生産量に農家庭先

販売価格を乗じたもの 

（出典：農林水産省 市町村別農業産出額） 

379.2 

億円 

 

384 

億円 

 

387 

億円 

 

390 

億円 

 

人・農地プラン作

成数 

集落・地域における人・農地プランの作成数 

 

（出典：農政課調べ） 

36 

件 

 

50 

件 

 

60 

件 

 

70 

件 

 

■現状  

 本市では、36 の集落・地域で人・農地プランを策定し、担い手を明確化しています。また、多面的活動組織

も 75 組織で共同活動が行われています。人・農地プランの作成や多面的活動組織の共同活動を通じ、担

い手への利用集積や生産コストの低減、高収益作物への転換などから、生産基盤の整備・充実を求める

機運が高まっています。また、農業者の高齢化や担い手不足、耕作放棄地の増加の進展が懸念されます。

そのため、集落における人・農地プランの作成推進や多面的活動組織の支援が必要となります。 

 担い手育成については、平成 23 年から平成 28 年までに、認定農業者が 120 人、集落営農組織は 25 組

織が増えており、一定の成果が出ています。また、後継者の育成は、農業経営体セミナー受講者の新規就

農者に助成を行っており、新たな担い手が増加しています。 

 営農については、担い手や認定農業者（就農者）に集中させるための施策が展開されています。 

 安心・安全な農産物の提供については、農協が行う農産物等の放射性物質や残留農薬検査に助成を行っ

ています。 

 酪農では、畜産農家のコスト軽減と安定した自給飼料を確保するため、TMR センターを整備するとともに、

耕畜連携農業推進会議・稲 WCS利用組合を設置し、稲 WCSの利用強化を図っています。 

 府馬地区の経営体育成基盤整備事業は平成 31 年度完了見込みです。新たに森戸地区の基盤整備が事

業採択され、平成 29年度から工事が始まっています。 

 林業では、香取市森林整備計画を策定し、森林環境の保全と整備を推進していますが、木材の価格低迷

や林業従事者の高齢化により森林の荒廃が進んでいます。 

■主な課題 

 人・農地プラン作成による次世代における担い手の確保が必要です。 

 園芸農産の生産力の強化拡大の推進が必要です。 

 農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮が求められます。 

 耕作放棄地対策を含めた農地の担い手への利用集積・集約化が必要です。 

 農地基盤の充実が必要です。 

 安心・安全な農林畜産物の生産が求められます。 

 需要に応じた米の生産の推進、水田農業経営の確立が求められます。 

 経営の多角化を進める 6次産業化やブランド化の推進が求められます。 

 森林の持つ多面的機能の回復が必要です。 
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■施策の展開 

取り組み方針①：人・農地プラン作成による次世代における担い手の確保 

集落・地域における将来の農地利用の話し合いを農業委員会と連携し、人・農地プランの作成（見直し）を推

進し、担い手を明確にして、次世代に引き継げる集落営農組織や新規就農者などの多様な担い手の確保・育成

を進めます。 

主な

事業 

人・農地問題解決加速化支援事業及びプラ

ン作成・見直し支援 

農業後継者新規就農助成金事業 

 

農業次世代人材投資事業 農業経営力向上支援事業 
 

取り組み方針②：園芸農産の生産力の強化拡大 

大消費地の首都圏近郊に位置する優位性を発揮し、農産物の効率的な生産体制の構築、省力化のための

施設や機械の整備などにより安定出荷を図り、生産性の向上を進めます。また、消費動向の変化を捉え、高付

加価値、高収益の農産物生産への転換に取り組みます。 

主な

事業 

新「輝けちばの園芸」産地整備支援事業 農産産地支援事業 

産地パワーアップ事業  
 

取り組み方針③：農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮 

集落機能が低下し、農道、水路などの地域資源の適切な保全管理が困難となっています。このため、農業者

をはじめ地域住民が参画した、地域資源の保全活動や質的向上を図る共同活動を支援し、農業・農村の多面

的機能の維持・発揮を進めます。 

主な

事業 

多面的機能支払交付金事業 活動組織の立ち上げ等支援 

  
 

取り組み方針④：耕作放棄地対策を含めた農地の担い手への利用集積・集約化 

人・農地プランに位置づけられた担い手や規模拡大に意欲ある担い手に耕作放棄地を含めて一定規模の農

地集積を図りながら、生産基盤の整備・充実を行い、生産性の高い営農が展開できるようにします。また、これと

併せて耕作放棄地の発生防止を進めます。 

主な

事業 

農地利用集積円滑化事業 農地中間管理事業 

耕作放棄地総合対策事業 経営体育成基盤整備事業 
 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

香取市農業振興地域整備計画 2008（平成 21）年～継続的に改定 

農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想 2014（平成 26）年～継続的に改定 

水田フル活用ビジョン 2017（平成 29）年～継続的に改定 

6次産業化等戦略 2017（平成 29）年～2021年 

香取市森林整備計画 2013（平成 25）年～2023年 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

市内で生産された農林畜産物の積極的な購入 
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2 商工業  担当課： 商工観光課 関係課：  － 

 

■５年後の目指す姿 

新規創業者や事業拡大等により、空き店舗を活用します。既存商店街の魅力が向上し、地域で買い物が行

われ、買い物客で賑わう商店街が形成しています。また、雇用の受け皿となる優良な事業所等が多く立地してい

ます。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

商工団体加入事

業者数 

佐原商工会議所と香取市商工会に加入する会

員の合計事業者数 

（出典：商工観光課調べ） 

1744 

事業所 

1744 

事業所 

1744 

事業所 

1744 

事業所 

空き店舗新規開

店数 

香取市空き店舗対策事業補助金の交付を受

け、新たに空き店舗に出店した事業者数（計画

期間中の累積数） 

（出典：商工観光課調べ） 

― 3件 10件 15件 

 

■現状  

 全国的に、市街地では空洞化や空き店舗の増加、シャッター通り化が進んでおり、中心市街地の商業活性

化が課題となっています。また、工業では、担い手の確保が課題となっています。 

 本市では、近隣市の郊外型大規模ショッピングモールに買い物客が流出し、地域の商店街での消費が少

なくなり、活力が低下しています。そのため、商店街活性化を図るためのイベント開催支援や、プレミアム商

品券発行事業による消費喚起などの取り組みを行っています。 

 商店等の後継者不足や高齢化、廃業等による空き店舗増加の問題を抱えています。空き店舗対策事業で

は、新規開業者が香取市総合計画の実施計画期間中（平成 20～29 年度）に 14 件と一定の実績をあげて

いるもの、商店街の活性化には結びついていない状況です。 

 工業は、小見川第一工業団地と農工団地があり、小見川工業団地連絡協議会に参加して地域の工業振興

に努めています。また、雇用者の確保が課題となっています。 

 

■主な課題 

 地域の中心市街地の商業活性化が必要です。 

 新たに事業を行う事業者に対する支援が必要です。 

 空き店舗への出店者に対する支援の充実が必要です。 

 事業承継の支援が必要です。 

 近隣市へ流出している買い物客を取り戻すため、集客力の高い商業施設の誘致が必要です。 

 市内の工業の活性化が必要です。 

 潜在的な課題として地域工業の後継者の確保・支援が必要です。 
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■施策の展開 

取り組み方針①：商店街等への支援及び商業団体の支援・育成 

地域の商店街の魅力向上に向けたイベント、事業等に支援を行い、商店街の活性化を図ります。また、佐原

商工会議所や香取市商工会、商店会連合会などの各種商業団体と連携し、基盤強化、商業活性化に向けて取

り組みます。さらに、今後増加することが見込まれる観光客を対象とした事業、商品の開発等を地域の商工業者

と連携し促進します。 

主な

事業 

商業活性化事業 商工会議所・商工会支援事業 

観光客を対象とした事業、商品の開発事業  

 

取り組み方針②： 新たな創業者等への支援と空き店舗への出店促進、事業承継の支援 

新たに事業を行う創業者や新たな分野に事業展開する事業者に対し、相談、支援体制を拡充します。また、

商店街の空き店舗への出店を促進し、商店街の賑わい創出に取り組みます。新たな創業者等についても空き

店舗への出店を促します。 

また、事業主の高齢化や後継者不足により、廃業となるケースが増加していますが、既存商店等の価値を引

き継ぎ、事業を継続し、空き店舗化を防ぐため、事業承継を推進します。 

主な

事業 

創業支援事業 空き店舗対策事業 

事業承継支援事業  

 

取り組み方針③：集客力の高い商業施設の誘致 

市外に流出している買い物客を市内に集客するとともに、市内での買い物の利便性向上を図る観点から集客

力の高い商業施設の誘致を図ります。 

主な

事業 

商業施設誘致促進事業  

  

 

取り組み方針④：市内の工業の活性化 

既存事業者が、市内で事業を継続的に行うことや新たな設備投資、事業規模の拡大等に対し支援を行い、地

域経済の基盤となり雇用の受け皿となる工業の活性化を推進します。 

主な

事業 

既存製造業の規模拡大等への支援  

  

 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

― ― 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

市内の商店街の活用（市民） 

商店街の魅力向上（事業者） 

事業継承に向けた早期検討（事業者） 

工場操業への理解（市民） 

工場等の周辺住民・環境等への配慮（事業者） 
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3 企業誘致  担当課： 商工観光課 関係課：  － 

 

■５年後の目指す姿 

地域経済の基盤となる企業の誘致を進めます。市民が市内で働く意欲湧く様々な業種や職種の雇用の場が

確保され、地域経済が活性化しています。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

誘致企業数 
計画期間内での誘致企業数（累計値） 

（出典： 商工観光課調べ） 
― 1件 3件 5件 

誘致企業の雇用

者数（うち市内在

住者数） 

計画期間内での誘致企業の雇用者数 

（出典：商工観光課調べ） 
― 

10人 

（6人） 

30人 

(18人) 

50人 

(30人) 

 

■現状  

 国内では、2020 年の東京オリンピックに向けた設備投資が大企業を中心に行われ、有効求人倍率も大幅

に改善されており、経済状況は回復基調にあります。都市部での景気動向は好転しているものの、本市で

は依然として厳しい状況が続いています。 

 佐原公共職業安定所管内では、有効求人倍率が 1 を超えており、新たに立地した企業や進出を希望する

企業において、雇用者の確保が課題となっています。 

 企業誘致を進めるにあたり、誘致可能な用地の確保が課題となっており、誘致候補地の選定、工業団地整

備が必要な状況にあります。市が所有する小見川産業用地への誘致を行い、既に 2社が立地しています。 

 民有地への企業誘致も積極的に行っており、香取市総合計画の実施期間中（平成 20～29 年度）に、香取

市企業立地促進条例に基づく指定を受け、操業を開始した企業が 11社となっています。 

 金融機関やデベロッパー、立地が決まった企業の関連企業等、様々な企業と情報交換を行い、企業ニーズ

を把握し、誘致活動を行っています。 

 

■主な課題 

 市有地などへの誘致推進が必要です。 

 誘致可能な用地の確保、情報収集が必要です。 

 誘致可能な用地の確保のため、工業団地の整備検討が必要です。 

 情報交換を行っている様々な企業との関係構築が、引き続き必要です。  
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■施策の展開 

取り組み方針①：小見川産業用地をはじめとした市有地への企業誘致 

小見川産業用地のほか、空き公共施設、廃校跡地など、市が所有する用地への企業誘致を強力に推進しま

す。特に、小見川産業用地は、既に 2 つの企業が立地しましたが、用地が残っていることから、最優先で誘致に

取り組みます。 

主な

事業 

小見川産業用地公募事業 空き公共施設等への企業誘致事業 

  
 

取り組み方針②： 誘致可能な用地の確保 

企業誘致が可能な用地の情報を収集し、用地の開発可能性などについて調査・検討を行ったうえで、企業に

対し、情報を提供します。また、必要に応じ用地の取得、造成、インフラ整備等を実施します。 

主な

事業 

用地情報収集・調査事業 用地情報提供事業 

用地確保事業  
 

取り組み方針③：工業団地の整備の検討 

企業を誘致するためには、造成、インフラの整備がされている用地が求められていることから工業団地整備

について検討します。整備にあたっては、千葉県や民間デベロッパー、金融機関と協議し、様々な手法を検討し

ます。 

主な

事業 

工業団地整備検討事業  

  
 

取り組み方針④：企業等との情報交換、企業ニーズの把握 

金融機関や不動産業者、デベロッパー、立地企業の関連企業等、様々な企業と随時情報交換を行うことによ

り、企業ニーズを把握し誘致に繋げます。また、市内に立地する企業の懇談会を開催し、企業間の連携の推進

と情報共有を図ります。 

主な

事業 

企業等との情報交換 立地企業懇談会事業 

  
 
 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

― ― 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

遊休地等の用地情報の提供 

立地する企業への理解・共存 
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4 観光  担当課： 商工観光課 関係課：  企画政策課・農政課・生涯学習課 

 

■５年後の目指す姿 

市内に点在する観光資源を磨き、組み合わせ、新しい魅力を創出します。これにより、観光客の滞在時間が

長くなり、観光に関連する産業が活性化しています。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

年間観光入込客数 
本市を訪れる観光入込客の総数 

（出典：商工観光課調べ） 

693 

万人 

(2016) 

700 

万人 

 

710 

万人 

 

720 

万人 

 

 

■現状  

 本市の年間入込客数は、平成 28 年には約 693 万人となり、震災時の平成 23 年の約 636 万人から大きく

回復しています。また、2020年には東京オリンピックを控え、外国人観光客の増加が期待できます。 

 平成 28年実施の香取市集客・観光・交流アクションプラン見直しに伴うアンケート結果では、予定滞在時間

について、「宿泊」する観光客数は 4.6％、「2～3時間」が 43.5％と最も多く、市内での回遊が少なく、通過型

の観光が主流になっています。 

 佐原の大祭や香取神宮などの既存の観光資源に加え、果物の農業体験のツアー造成が進んでおり、本市

に宿泊するニーズが高まっています。また、平成 30 年度に JR 佐原駅前に誘致した宿泊施設の開業が控

えており、宿泊客の増加が期待できます。 

水郷佐原あやめパークは、新規顧客の開拓とリピーターの確保及び地域の活性化に資するため、通年型の施

設を目指し、平成 29年度にリニューアルオープンしました。今後、各種イベント等を実施し、集客を図ります。 

 観光情報の受発信では、各観光団体と連携し、適宜情報更新を実施しています。また、無料公衆無線 LAN

サービス Katori Free Wi-Fi の構築と多言語併記観光案内サインの段階的整備を行い、観光客の滞在・回

遊性の向上及び満足度向上を図っています。 

 平成 28 年度に、成田・佐倉・銚子との周辺観光圏で北総四都市江戸紀行として日本遺産に認定されるとも

に、佐原の山車行事がユネスコ無形文化遺産登録されたことにより、本市の魅力を国内外に発信し、観光

客の誘致を図るなど地域振興に繋げています。 

 

■主な課題 

 水郷佐原あやめパークを通年型観光施設とするための事業検討が必要です。 

 東京オリンピックを控え、外国人観光客の受入れ環境の整備が必要です。 

 メディアへの積極的なプロモーションと今後に繋げるメディア対応が必要です。 

 通過型から宿泊・滞在型の観光への転換が必要です。 
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■施策の展開 

取り組み方針①：水郷佐原あやめパークの活性化と体験型観光の推進 

再整備した水郷佐原あやめパークをあやめ祭り期間以外にも誘客できる通年型施設とするため、施設環境を

活かしたイベントの実施と旅行商品としての売り込み強化に取り組み、経済効果の向上を図ります。また、各施

設において、本市の食や自然などの魅力を実感してもらうため、来訪者ニーズを捉えた体験型観光を推進しま

す。 

主な

事業 

水郷佐原あやめパーク活用事業 観光宣伝キャラバン事業 

体験型観光プログラム事業  

 

取り組み方針②：外国人観光客誘致の推進 

国内外観光客の誘致を図るために、成田空港に隣接する立地条件を活かし、成田や水郷三都の潮来、鹿嶋

などの周辺観光圏自治体等との連携を進めます。また、国、県及び周辺自治体と補助事業等も活用しながら連

携し、外国人観光客向けプロモーションの充実と受入れ環境整備を進めるなど、国際観光を推進します。 

主な

事業 

周辺観光圏自治体との連携 共通の課題や目的をもった自治体等との連携 

国際観光推進事業  

 

取り組み方針③：戦略的プロモーションの推進 

市を中心に関係団体と連携の上、戦略的及び効果的なプロモーションを推進します。メディアへの積極的な観

光情報のリリースとそれによる広報宣伝事業の展開により、市の認知度強化を推進し、メディア露出効果を誘客

へ結び付けます。また、北総四都市江戸紀行の日本遺産認定や佐原の山車行事のユネスコ無形文化遺産登

録、古民家を改修した宿泊運営、首都圏近郊の強みを活かした食の魅力等を有効活用したプロモーションを展

開し、宿泊・滞在型観光を推進します。 

主な

事業 

香取市観光パブリシティ強化事業 メディアとのコネクション形成 

地域ブランディング推進事業 歴史・食の魅力開発事業 
 

取り組み方針④：観光客の滞在時間の延長 

これまでの取り組みにより、佐原の歴史的町並みには多くの観光客が訪れています。それに加え、通年型観

光施設を目指し、再整備された水郷佐原あやめパーク、観光と並び市の主要産業に挙げられる農業を活かした

フルーツ狩り体験など、新たな観光資源が育ってきています。また、平成 30 年度には誘致した宿泊施設が完成

し、古民家を活用した宿泊施設の開業も民間主導で行われています。これらを組み合わせ PRすることで観光客

の滞在時間の延長を図ります。 

主な

事業 

水郷佐原あやめパーク活用事業 観光宣伝キャラバン事業 

体験型観光プログラム事業 日本版ＤＭＯ及びＤＭＣとの連携 
 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

香取市集客・観光・交流アクションプラン（見直し版） 2017（平成 29)年度～2020年度 

 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

おもてなしの心をもった観光客の受け入れと積極的な交流 

本市の魅力の再認識と外部への PR 
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5 自然環境・省エネ  担当課： 環境安全課 関係課：  商工観光課 

 

■５年後の目指す姿 

市民が行うボランティア活動と連携し、自然保護や環境への負荷低減の意識を醸成します。そして、豊かな自

然環境の保全を図り、自然と共生するまちになっています。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

河川の BOD 環境

基準の達成率 

市内河川汚濁測定箇所のうち環境基準を達成した

箇所の割合 

（出典：環境安全課調べ） 

56.7 

% 

 

57.7 

% 

 

59.7 

% 

 

61.7 

% 

 

住宅用太陽光発

電設備の導入量 

住宅用省エネルギー設備設置補助金交付申請によ

る住宅用太陽光発電設備発電出力（KW）の合計  

（出典：環境安全課調べ） 

2,755 

KW 

 

2,905 

KW 

 

3,205 

KW 

 

3,505 

KW 

 

 

■現状  

 本市では、環境保全活動を行うボランティアの高齢化が進んでおり、活動が停滞しつつあります。今後、活

動を推進していくためには、市民一人ひとりの環境保全意識の高揚が必要です。 

 平成 24 年度に、香取市地球温暖化対策実行計画（事務事業編 改訂版）を策定し、地球温暖化防止策と

して温室効果ガス削減に取り組み、平成 28 年度の実績として平成 22 年度から 12.2％を削減しています。

また、平成 29 年度には 2 回目の改訂となる香取市地球温暖化対策実行計画（事務事業編 改訂版）の策

定を予定しています。 

 平成 23年の東日本大震災以降、災害に強い安全な都市形成が求められるなかで、省エネに向けた取り組

みや再生可能エネルギーの積極的な利用が必要です。本市では、公共施設、未利用市有地の有効活用を

図り、県内で初の太陽光発電事業へ参入し、収益は生活環境向上施策による市民還元事業に充当してい

ます。 

 佐原清掃事務所内の資源物ストックヤードなどの施設を活用し、市民が搬入する枝木、紙布類、発泡スチ

ロールなどの資源化を図っています。 

 市民や団体に対して、環境保全の取り組みについて啓発・周知・学習等の展開を行うとともに、補助金の交

付及び活動の支援を行っています。かとり市民環境ネットワークの設立を支援し、市民団体との連携を進め

ています。 

 

■主な課題 

 環境保全体制の充実が必要です。 

 環境保全意識の啓発・推進が必要です。 

 再生可能エネルギーの利活用の推進が必要です。 
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■施策の展開 

取り組み方針①：環境保全体制の充実 

豊かな自然環境を次世代に引き継ぐために、「香取市環境基本計画」を見直し、自然環境保全に必要な環境

測定を行います。 

さらに、環境保全団体との連携し、環境情報の共有を図るとともに、環境フォーラム、自然観察会などを協働

で実施します。 

主な

事業 

環境基本計画推進事業 大気汚染防止対策事業 

水質汚濁防止対策事業  
 

取り組み方針②： 環境保全に関する意識の啓発 

ごみゼロ運動、河川清掃などの地域美化活動の推進や県、地域と連携した小野川・黒部川等の河川浄化を

推進するとともに、地域の自主的な環境保全活動に取り組む団体を支援します。 

小学校児童や保護者等を対象に、地域の自然環境の素晴らしさを理解するとともに、環境保全に対する興

味・関心を高めることを目的として、毎年ホタル観察会を開催します。 

主な

事業 

河川愛護事業 ホタル観察会事業 

  
 

取り組み方針③：再生可能エネルギーの利活用 

住宅用太陽光発電設備など、再生可能エネルギーの家庭での利用を推進するための設備導入に対する助

成を行うとともに、再生可能エネルギーの活用、環境に負荷をかけないライフスタイルの重要性を啓発します。 

主な

事業 

生活環境整備事業  

  
 
 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

香取市環境基本計画 2009（平成 21）年～2018（平成 30）年 

香取市地球温暖化対策実行計画（事務事業編改

訂版） 

2018（平成 30）年～2022年 

 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

地域美化活動等への参加 

環境に負荷をかけないライフスタイルの実施 
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6 廃棄物処理・再資源化  担当課： 環境安全課 関係課： － 

 

■５年後の目指す姿 

ごみ処理の責任体制が明確になります。市民、事業者、行政の協働の下、ごみの発生抑制、再利用・再資源

化の推進により、適正処理が図られる資源循環型のまちとなっています。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

１人１日あたりの

ごみ排出量 

1年間のごみの 1日あたりの総量を人口で割っ

た値 

（出典：環境安全課調べ） 

1,016 

g/人・日 

 

978 

g/人・日 

 

941 

g/人・日 

 

925 

g/人・日 

 

リサイクル率 

1 年間のごみの排出総量に対し、リサイクルし

た量の割合 

（出典：環境安全課調べ） 

15.5 

% 

 

19.1 

% 

 

24.5 

% 

 

28.1 

% 

 

 

■現状 

 本市の市民 1 人 1 日あたりのごみの排出量は、全国平均及び千葉県平均に比べ多い状況です。また、合

併以降、毎年約 1,000 人の人口が減少しているにもかかわらず、一般家庭ごみの収集総量は人口減ほど

減少していないことから、ごみの減量化・再資源化の啓発活動等に努めています。 

 小中学校の統合等により資源物の集団回収団体が減少しており、集団回収量の減少が懸念されます。そ

のため、ごみの減量化・再資源化へ向けて更なる分別の徹底に努めています。また、再資源化率の向上に

向けて、資源物の出しやすいシステムの構築を目指しています。 

 平成 27 年度からごみステーション方式へ移行し、収集作業能率と道路事情、景観上の問題が改善してい

ます。また、ごみステーション補助金活用により、地域による維持管理の問題解決にも繋がっています。 

 平成 27年 12月にごみ処理施設統合により経費削減となったことで、可燃袋の値下げと旧袋と新袋の交換

を平成 28年 12月より実施しています。 

 平成 29年度からプラマーク容器・包装の分別の回収を実施しています。 

 

■主な課題 

 市民 1人あたりのごみ排出量削減が必要です。 

 ごみ出し困難者への対策が必要です。 

 プラスチック製容器包装分別収集の啓発の継続が必要です。 

 不法投棄対策の継続的な実施が必要です。 

 香取広域市町村圏事務組合の焼却施設の負担軽減に向けた取り組みが必要です。 

 民間の中間処理施設利用によるごみ処理の効率化と市民の利便性向上が求められます。 
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■施策の展開 

取り組み方針①：ごみの減量化対策の推進 

ごみの直接搬入の中でも枝木・草等の搬入量は、総排出量の中でも大きなウエイトを占めています。このこと

から、枝木・草等をウッドチップやたい肥等に再資源化する民間処理施設への搬入を誘導し、ごみ全体の総排

出量が減量を図ります。また、家庭ごみの分別化の徹底に向けて、より一層の啓発活動に努めます。 

主な

事業 

ごみの分別化普及啓発事業  

  
 

取り組み方針②： ごみ出し困難者対策の推進 

今後も、市の地域包括支援センターやデイサービスセンター等と連携し、ごみ出し困難者へ対する戸別収集

を継続します。 

主な

事業 

ごみ出し困難者個別収集普及啓発事業 塵芥処理事業 

  
 

取り組み方針③：分別収集の推進 

プラマークに対する認識等の向上を図るため、広報紙、市ウェブサイトや出前講座を活用した啓発活動を行

い、プラスチック製容器・包装等の分別収集を推進します。 

主な

事業 

プラスチック製容器包装分別収集普及啓発

事業 

 

  
 

取り組み方針④：不法投棄の防止 

不法投棄監視委員の協力を得ながら、山林、河川敷等の不法投棄多発場所への監視体制を強化し、不法投

棄防止に努めます。また、テレビや冷蔵庫等のリサイクル家電の投棄が増加傾向にあることから、常時不法投

棄パトロールを実施します。 

主な

事業 

監視カメラ設置事業 不法投棄パトロール事業 

  
 
 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

― ― 

 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

ごみの減量と分別の協力 

ごみステーションの維持管理 
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7 公園・緑地・水辺空間  担当課： 都市整備課 関係課：  農政課・土木課 

 

■５年後の目指す姿 

公園や緑地などは、適正な管理や整備が行われます。健康づくり・レクリエーション活動や憩いの場として活

用されています。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

市民 1 人あたり

の公園面積 

市内の都市公園面積を人口で割った値 

参考:全国平均 10.3㎡/人 ,県平均 6.3㎡/人 

（平成 28年 3月 31日時点） 

（出典：都市公園等整備現況調査） 

6.36 

㎡/人 

（2015） 

6.54 

㎡/人 

 

7.59 

㎡/人 

 

8.08 

㎡/人 

 

 

■現状  

 千葉県の 1 人あたり公園面積は、平成 27 年度末で 6.3 ㎡/人と全国ワースト 2 位となっていますが、本市

においても低い状況にあります。 

 財政制約等が深刻化する中で、公園施設を適切に更新し、質を向上させることが重要となっています。そ

のため、施設の管理への民間活力の導入が必要となっています。現在、里親制度を含め 10 箇所の公園に

ついて、地元自治会などへ委託を実施しています。また、小見川城山公園の桜の樹勢回復や施設の修繕

など、市全域で公園全体の適切な維持管理を行っています。 

 公園施設の老朽化による魅力低下への対応のほか、公園、緑地、広場等が有するオープンスペースの多

面的機能の発揮が求められています。また、使用不能となる遊具や施設が増えることが予想されるため、

既存公園の統廃合を含む整備・維持に関する長期計画の策定が必要となっています。 

 橘ふれあい公園は、第 1 工区（（仮称）交流館、パークゴルフ場、駐車場等）の用地取得が完了し、平成 29

年度から整備工事に着手し、計画的に整備を進めています。 

 水辺空間については、市民にとって親しみやすい空間を創出するため、平成 27 年度に両総用水第一導水

路両岸の地域交流拠点（緑道）を整備しています。 

 

■主な課題 

 公園施設の老朽化への対応が必要です。 

 公園、緑地、広場等のオープンスペースの多面的機能の発揮が求められています。 

 公園長寿命化計画の策定が必要です。 

 公園管理への民間活力の導入が求められます。 

 公園管理での地域との連携が必要です。 

 橘ふれあい公園の計画的な整備が求められます。 
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■施策の展開 

取り組み方針①：施設の適正な維持・管理 

公園や緑地などが、憩いの場であるとともに、防災やレクリエーションなど多様な機能を有する空間として、各

公園等の立地等を踏まえ、特徴や役割等を考慮した適正な維持管理と長寿命化に取り組みます。 

主な

事業 

公園・緑地の維持管理  

  
 

取り組み方針②： 多様な主体との連携 

指定管理者制度などを活用することにより、民間事業者の活力やノウハウを導入し、より良い公園を目指しま

す。そのため、その公園にふさわしい民間サービスを導入できるような制度活用方法を検討します。 

また、地域による自主管理を促進し、地域との協働による維持管理を進めます。市民等と連携して公園など

の管理・運営が行えるよう、役割を分担し、参加しやすい仕組みを構築します。 

主な

事業 

民間活力導入の検討 市民等との連携による維持管理の促進 

  
 

取り組み方針③：橘ふれあい公園の整備 

本市の「自然体験エリア」の 1つである橘ふれあい公園を、豊かな自然空間を生かし、多世代間の交流の場、

市民の健康増進の場及び市外からの観光客を誘致する場として拡張・再整備します。 

主な

事業 

橘ふれあい公園整備事業  

  
 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

― ― 

 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

地域公園は自分たちの公園であるという意識の醸成 

地域公園の市民、自治会等による自主的な維持管理 
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8 交通安全・防犯  担当課： 環境安全課 関係課： 学校教育課、子育て支援課 

 

■５年後の目指す姿 

カーブミラーやガードレール等の交通安全施設の設置や防犯活動への支援を行います。交通事故及び刑法

犯罪が減少し、安心・安全に暮らせるまちになっています。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

人口 1,000 人当

たりの交通事故

発生件数 

人口 1,000 人当たりの年間交通事故の発生件

数 

（出典：環境安全課調べ） 

3.348 

件 

 

3.248 

件 

 

3.048 

件 

 

2.848 

件 

 

人口 1,000 人当

たりの刑法犯認

知件数 

人口 1,000人当たりの年間刑法犯認知件数 

（出典：環境安全課調べ） 

 

7.035 

件 

 

6.965 

件 

 

6.824 

件 

 

6.683 

件 

 

 

■現状  

 全国的に、高齢者の交通事故や特殊詐欺による犯罪被害が増加しています。また、自分たち自身で犯罪

から「まち」を守る、交通事故を未然に防ぐといった意識の希薄化が懸念されています。本市では、高齢者

を対象とした交通安全教室の開催に注力した結果、受講者数も年々増加しています。また、市内全ての幼

稚園、保育所においても交通安全教室を開催しています。 

 交通安全施設の整備に関しては、自治会等の要望、通学路合同点検や交通事故発生箇所の現地診断等

から緊急性や危険度を考慮し、有効かつ効果的な施設整備に取り組んでいます。 

 交通安全（防犯）ボランティアに対しては、青色防犯パトロール車の貸出しを始め、様々なパトロール用品

の無料貸与等の活動支援をしています。 

 

■主な課題 

 交通安全意識の高揚を図るための啓発活動が必要です。 

 交通安全施設の整備及び防犯設備の整備が求められます。 

 交通安全（防犯）ボランティア団体との更なる連携が必要です。 

 交通安全（防犯）ボランティア団体の高齢化への対応が必要です。 

 

  



39 

■施策の展開 

取り組み方針①：交通安全意識・防犯意識の啓発 

高齢者に対する交通安全・防犯に関する働き掛けを継続して実施するとともに、幼児・児童等を対象とした交

通安全教室を開催します。 

主な

事業 

交通安全啓発事業  

  
 

取り組み方針②： 交通安全施設及び防犯設備の整備・充実 

自治会等からの要望も踏まえ、緊急性や危険度を考慮し、交通安全施設及び防犯設備の整備を実施するほ

か、道路管理者・交通管理者と連携を図り、有効かつ効果的に整備します。 

主な

事業 

交通安全対策施設整備事業 防犯設備整備事業 

  
 

取り組み方針③：交通安全・防犯ボランティア団体との連携推進・情報共有 

自治会、ボランティア団体等と連携・協力を図り、自分たち自身で、「まち」を守るという意識を強化させるととも

に、積極的な犯罪発生情報の提供を行い、犯罪の起きにくい地域づくりを推進します。 

主な

事業 

防犯物品貸与事業 青色防犯パトロール貸出事業 

防犯ボランティア団体への支援  
 
 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

第 10次香取市交通安全計画 2016（平成 28）年度～2020年度 

 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

交通安全教室等への積極的な参加 

交通安全施設や防犯設備の必要箇所の把握 

交通安全施設や防犯設備の地域での管理 

自主的な交通安全（防犯）ボランティア活動 
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9 防災・消防・救急  担当課： 総務課 関係課：  土木課・社会福祉課 

 

■５年後の目指す姿 

減災の考え方を基本として、自助・共助による助けあい、地域防災力が向上しています。また、市の防災対策

及び消防救急体制が整っています。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

自主防災組織の

組織率 

全世帯数に占める自主防災組織加入世帯の

割合 

（出典：総務課調べ） 

38 

% 

44 

% 

52 

% 

60 

% 

家庭や地域で災

害時の対応を共

有している割合 

家庭や地域で災害時の対応を共有している割

合 

（出典：市民意識調査） 

45.3 

% 

60 

% 

80 

% 

100 

% 

 

■現状  

 近年の異常気象による大規模な災害や首都直下地震、千葉県東方沖地震の発生が危惧されています。こ

のため、防災意識の醸成による官民一体となった防災・減災対策への取り組みが必要です。 

 本市では、千葉県が指定する土砂災害警戒区域内の市民にハザードマップを配布し、土砂災害への意識

向上を図るとともに、避難行動に関する周知・啓発を行っています。また、学校や公園等を緊急避難場所及

び避難所として、災害種別ごとに指定しています（緊急避難場所 62 箇所・避難所 45 箇所）。自主防災組織

が、113の町内において設立されたことにより、全世帯の 38％が自主防災組織に加入しています。 

 利根川、霞ヶ浦の浸水想定が見直されたことにより、洪水ハザードマップの更新が必要です。また、避難行

動要支援者避難支援計画に基づく、個別の支援計画の作成が必要です。 

 多様化する災害や事故等、消防を取り巻く環境変化への的確な対応が求められていることから、更なる消

防・救急業務の強化が必要とされています。また、平成 25 年施行の「消防団を中核とした地域防災力の充

実強化に関する法律」により、消防団への加入促進や団員への処遇の改善等、消防団の充実強化の取り

組みがされています。 

 合理的で最大限の消防力が発揮できるよう、その基盤を整備する必要性から消防車両及び消防署を含む

消防施設の計画的な整備・更新を行っています。 

 

■主な課題 

 自主防災組織が中心となる地域防災力の向上と、地域間相互の連携及び市との連携充実が必要です。 

 避難行動要支援者避難支援計画に基づく個別支援計画の策定が必要です。 

 地域防災計画に基づく災害対策マニュアル等の作成が必要です。 

 災害対策マニュアル等に基づく、実践的な防災訓練（地震・土砂・洪水）の実施が必要です。 

 洪水ハザードマップを更新するとともに、市民への説明・理解が求められます。 

 内水氾濫防止・軽減のため排水機場等の的確な管理運用が必要です。 

 消防団強化及び安全確保のため、活動車両や機材等の整備充実が必要です。 

 消防団員の確保が難しくなっていることから、団員の加入促進に努めることが必要です。 

 災害備蓄物資や防災資器材の確保が必要です。 
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■施策の展開 

取り組み方針①：地域防災力の向上 

自助・公助の重要性を再確認するため、自主防災組織の設立と活動の活性化を目指すとともに、消防団との

連携を充実させるための体制を整えます。また、避難行動要支援者避難支援計画に基づく個別支援計画の策

定を推進します。 

主な

事業 

自主防災組織設立・活性化事業 住民自治協議会及び自治会連合会との連携構築 

  
 

取り組み方針②：大規模災害に関する減災対策 

土砂災害、大規模氾濫による洪水災害時の避難勧告等の発令基準を設定し、伝達手段及び避難行動を明

確にして周知・啓発を行うとともに、より実践的な避難訓練を実施します。 

主な

事業 

避難勧告等の発令基準及び避難行動マニ

ュアルの作成 

利根川・霞ヶ浦大規模氾濫に関する減災対策事業 

土砂災害警戒区域の指定関連事業 総合防災訓練及び地区における防災訓練等の実施 
 

取り組み方針③：消防団の充実強化 

消防団の強化を目指して、活動車両や機材等の装備を充実するとともに団員の安全確保に努めます。 

主な

事業 

消防団活動用及び個人装備等の充実  

  
 

取り組み方針④：災害備蓄物資や防災資機材の確保 

大規模災害に備え、災害備蓄の品目・数量を充実させるとともに、必要な防災資機材の確保に努めます。ま

た、家庭及び地区コミュニティによる災害備蓄の啓発に努めます。 

主な

事業 

民間企業等との災害時応援協定等締結の推進 備蓄・防災資機材整備 

  
 
 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

香取市地域防災計画 2008（平成 20）年～  ※平成 28年見直し 

消防力整備後期実施計画（消防本部） 2016（平成 28）年～2025年 

 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

食料品、飲料、生活必需品等の備蓄 

地区コミュニティの強化 
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10 市民相談・消費者相談  担当課： 市民協働課 関係課：  商工観光課 

 

■５年後の目指す姿 

市民相談窓口や消費者相談窓口が市民に広く認知され、誰もが気軽に相談でき、適切なアドバイスが受けら

れる相談体制が整備されています。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

消費者トラブル

に巻き込まれた

人の割合 

消費者被害、トラブルにあった市民の割合 

（出典：市民意識調査） 

3.5 

% 

3.4 

% 

3.2 

% 

3.0 

% 

消費生活講座の

参加者数 

研修会、セミナーへの延べ参加者数 

 

（出典：商工観光課調べ） 

93 

人 

 

100 

人 

 

110 

人 

 

120 

人 

 

 

■現状  

 全国的に金銭トラブルが増加しており、金銭に関する相談や消費者相談の必要性が急激に高まって

います。 

 本市では、弁護士、司法書士による無料法律相談を各々月 2 回、行政相談委員による行政相談を月

1回開催しています。消費者生活相談は相談体制の充実を図るため、平成 25年 4月から香取市消費

生活センターを開設し、相談日を週 5回体制で実施しています。 

 市民に対して、法律相談や行政相談などの目的や開催日を広報紙及び市ウェブサイトに記載するな

どの周知を図っていますが、市民意識調査の重要度、満足度は低くなっています。 

 今後、金銭問題に関する相談や消費生活相談が増えることが予想されることから、相談体制の強化

が求められます。また、複雑化、高度化、広範化する相談内容に対応するため、関係課と連携し、適

切・迅速な窓口対応を図っています。 

 消費生活講座、消費生活展を開催し、市民の消費生活に関する知識の向上、自立した消費者の育成

を図っています。 

 

■主な課題 

 各種相談の目的や相談窓口の周知の徹底が必要です。 

 相談内容に応じた適切な対応が求められます。 

 相談員の確保・能力向上が必要です。 

 トラブルに巻き込まれないためにも、自立した消費者の育成が必要です。 
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■施策の展開 

取り組み方針①：相談窓口の周知徹底 

複雑化、高度化、広範化する相談内容に対応するため、関係課と連携し、適切・迅速な窓口対応を図り

ます。また、弁護士や司法書士による無料法律相談、行政相談委員による行政相談など、各種相談の目

的や開設日を広く知ってもらえるよう、広報紙及びウェブサイトでの周知を強化します。 

主な

事業 

無料相談啓発  

  
 

取り組み方針②：相談体制の基盤強化 

市民からの各種相談に対応するため、開庁日は毎日、市民相談の窓口を開設し、市民が問題を抱えたときに

すぐに相談できる環境づくりに努めます。市民相談は基本的に随時受け付けます。また、市民からの各種相談

に対応するため、相談員の人材確保と能力向上を図ります。 

主な

事業 

無料法律相談 行政相談 

消費者生活相談 相談業務研修会 
 

取り組み方針③：消費者を被害から守る取り組みの推進 

消費生活講座、消費生活展の開催を通じて知識の向上を図り、自立した消費者を育成します。また、消費者

団体の活動を支援することにより、市民に対する啓発活動の強化に繋げます。 

主な

事業 

消費生活に関する正しい知識の啓発 消費生活講座、消費生活展開催事業 

香取市消費者協議会補助事業  
 
 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

― ― 

 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

相談窓口の把握 

相談が必要な人への相談窓口の紹介 

消費者団体の活動への参加 
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11 地域福祉  担当課： 社会福祉課 関係課：  － 

 

■５年後の目指す姿 

助けあい、支えあう地域福祉の意識が育まれています。地域課題を主体的に解決する地域力の強化と、課題

解決に向けた支援体制が構築されています。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

見守りネットワー

ク事業登録者数 

見守りネットワーク事業登録者数 

（出典：社会福祉課調べ） 

549 

人 

（2016） 

600 

人 

 

700 

人 

 

800 

人 

 

ボランティアの活

動人数 

社会福祉協議会を通して活動しているボランティア

の延べ活動人数 

（出典：社会福祉協議会調べ） 

18,176 

人 

（2016） 

18,530 

人 

 

18,890 

人 

 

19,250 

人 

 

 

■現状  

 地域住民が自ら暮らす地域の課題を「我が事」として捉えられるような地域づくりの取り組み、様々な相談を

「丸ごと」受け止める場の整備、相談機関の協働、ネットワーク体制の整備などを通じ、包括的な支援体制

を 2020年から 2025年を目途に整備することとされています。 

 本市では、地域全体で要援護者を支える見守りネットワーク事業を推進し、虐待及び徘徊等による事故の

防止並びに災害等緊急事態の支援に備えています。要援護者台帳登録者約 4,300 人のうち、見守りネット

ワーク事業には、平成 28年度で 549名が登録されています。 

 社会福祉協議会では、ボランティアの育成と団体支援の拠点となるボランティアセンターの運営、ボランティ

アコーディネーターの活動を支援しており、平成 28 年度で 88 団体、延べ 2,241 人が登録されています。ボ

ランティア団体数は、ほぼ横ばいで推移していますが、登録者数は年々増加しています。 

 地域福祉の意識を育むために、小中学校での高齢者・障害者の疑似体験等、福祉教育を推進しています。

本市では、基幹相談や療育相談の委託、療育コーディネーターの増員等、相談窓口の充実を図るとともに、

多方面にわたる相談は関係各課、関係機関との連携・情報共有を図っています。 

 

■主な課題 

 助けあい、支えあう地域福祉の意識を育む基盤づくりが必要です。 

 地域での助けあい活動の活性化やネットワーク化等の仕組みづくりが必要です。 

 相談内容が多様化・複合化する中、連携強化のための相談体制の整備が必要です。 

 ボランティアコーディネーター、ボランティア新規加入者や後継者の育成が必要です。 

 支援が必要な方の見守りネットワークへの加入促進が必要です。 

 平常時も緊急時も誰もが安心して暮らせる環境づくりが必要です。 

 交通弱者への移動手段の確保が求められます。 

 市民が身近な圏域で主体的に地域課題を把握し、解決できる体制づくりが求められています。 

 地域住民の相談を包括的に受け止める場の整備が求められています。 

 複合的で複雑な課題等の解決のため、支援関係機関が協働して支援することが求められています。 

 緊急時の対応体制の構築・周知が求められます。 

 制度の狭間となる方への相談・支援が必要です。 
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■施策の展開 

取り組み方針①：地域福祉の意識を育む基盤づくりの整備 

誰もが地域福祉に関する必要な情報を得られるよう、情報発信体制を整え、地域福祉の意識啓発に努めると

ともに、様々な地域団体と協力しながら地域における交流機会を充実するなど、地域福祉の意識を育む基盤づ

くりを推進します。 

主な

事業 

地域福祉に関する情報発信 地域福祉の意識啓発 

地域の中の交流の促進 福祉教育の推進 

 

取り組み方針②： 地域で助け合える仕組みづくり 

一人暮らしの高齢者や障害者など、支援を必要とする人を地域全体で支えられるよう地域・民間業者・行政の

協働により要援護者の見守りを推進します。また、ボランティアセンターの拠点を設置し、社会福祉協議会との

連携によりボランティアの育成・支援、各種団体の情報共有・連携体制の充実を図ります。相談内容が多様化・

複合化する中、関係各課、関係機関との連携強化を図り、相談体制の充実に努めます。 

主な

事業 

見守りネットワーク事業 地域活動の活性化 

ボランティアの育成・支援 相談体制の充実 

 

取り組み方針③：安心・安全に暮らせる環境づくり 

防災・防犯などに地域全体で取り組みながら、快適な生活環境の整備やサービスの質の向上など、地域の中

で誰もが安心して暮らせる環境づくりに努めます。災害時の要援護者支援体制を構築するとともに、自主防災組

織への支援等、避難支援体制の充実を図ります。また、移動が困難な高齢者や障害者等の移動手段の確保に

努めます。 

主な

事業 

災害時要援護者支援体制の構築 防犯・交通安全対策の推進 

緊急時の対応体制の構築・周知 交通利便性の向上 

 

取り組み方針④：包括的支援体制の構築 

小学校区などの身近な圏域で、市民が主体的に地域課題を把握・解決できる体制と、課題解決に向けた包括

的な支援体制の構築に向けて検討します。 

主な

事業 

市民主体の課題解決の体制づくり 市民の相談を包括的に受け止める体制整備 

複合課題に対応する包括的な相談支援体

制の構築 

 

 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

香取市地域福祉計画 2018（平成 30）年～2023年 

 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

地域における生活課題の把握 

地域課題を解決できる体制づくり 

地域における高齢者に対する声掛けや安否確認 

地域活動・行事への参加 

災害時の対応体制の検討 
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12 介護・介護予防  担当課： 高齢者福祉課 関係課：  － 

 

■５年後の目指す姿 

健康づくりや地域コミュニティへの参加で元気な高齢者が増え、介護が必要になっても重度化を予防しながら

安心して生活を送っています。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

要支援・要介護認

定率 

65 歳以上人口に占める要支援・要介護認定

者数の割合 

（出典：高齢者福祉課調べ） 

14.8 

% 

（2016） 

14.6 

% 

 

14.5 

% 

 

14.4 

% 

 

認知症サポーター

養成講座受講者

数 

認知症サポーター養成講座延べ受講者数 

（出典：高齢者福祉課調べ） 

4,228 

人 

（2016） 

4,628 

人 

 

5,028 

人 

 

5,428 

人 

 

 

■現状  

 介護保険法の改正により、新たに取り組む事業が示され、介護予防・日常生活支援総合事業の開始、包括

支援事業の充実強化といった対応が必要となっています。 

 本市の介護認定率は平成 28 年度末で 14.8%となっており、全国の 18.4%や千葉県の 15.5%と比べ低い数値

となっています。また、介護予防のための取り組みとして、65 歳以上の高齢者を対象とした各種介護予防

教室や介護予防のリーダー的役割を担うサポーター養成講座等を開催しています。 

 国・県よりも 85 歳以上の占める割合が高いことから、介護認定者の増加や重度者の割合が高くなっていく

と考えられます。これに関し平成 29年 5月に 100床の特別養護老人ホーム施設が開所しています。 

 介護予防事業については、65 歳以上の方を対象に各種介護予防教室（転倒骨折予防教室、一般複合型

教室、一般認知症予防教室、サポーター養成講座）を開催し、平成 28年度は延べ 2,362人が参加していま

す。 

 

■主な課題 

 住み慣れた地域で暮らし続けるため、地域包括ケアシステムの整備が必要です。 

 要介護状態とならないため、介護予防事業の充実が必要です。 

 住み慣れた地域で安心して快適に生活できる体制が必要です。 
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■施策の展開 

取り組み方針①：地域包括ケア体制の基盤づくり 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、地域包括支援センターの機能を強化し、在宅医療、介護

の連携及び助けあい・支えあいのまちづくりを推進します。 

主な

事業 

地域包括支援センターの機能強化 在宅医療、介護の連携推進 

助けあい・支えあいのまちづくり  
 

取り組み方針②： 生活支援・介護予防サービスの充実 

新たな地域支援事業として、高齢者のニーズに合わせ、生活支援サービスや一般介護予防事業等の多様な

事業を実施します。また、市民主体の介護予防活動を支援し、地域に根ざした予防活動を推進します。 

主な

事業 

介護予防の充実 生活支援サービス事業の充実 

生きがいづくり・社会参加の充実  
 

取り組み方針③：安心して快適に生活できる環境の充実 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができるよう、認知症高齢者に対する事業の充実を図り、地

域でお互いに支えあえる仕組みづくりを推進します。 

主な

事業 

認知症支援体制の充実 権利擁護の推進 

居住環境の充実  
 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

香取市高齢者保健福祉計画・第 7期介護保険事業

計画 

2018（平成 30）年～2020年 

香取市地域福祉計画 2018（平成 30）年～2023年 

 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

生活支援の担い手としての社会参加 

自主グループの活動推進 

地域における高齢者に対する見守り支援や声掛け 
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13 高齢者の生きがい  担当課： 高齢者福祉課 関係課：  商工観光課 

 

■５年後の目指す姿 

高齢者が知識と経験を活かして、地域活動に積極的に取り組み、生き生きと暮らしています。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

地域で活動して

いる 65歳以上の

市民の割合 

65 歳以上の市民のうち、週 1 回以上地域での

活動に参加している人の割合 

（出典：高齢者福祉課調べ） 

27.6 

% 

（2016） 

30.0 

% 

 

34.0 

% 

 

38.0 

% 

 

タクシー券利用

率 

高齢者通院タクシー券利用率 

（出典：高齢者福祉課調べ） 

56.84 

% 

（2016） 

59.00 

% 

 

65.00 

% 

 

67.00 

% 

 

 

■現状  

 人生 90 年時代を迎えている今、国は平成 28 年 7 月に「我が事・丸ごとの地域づくり」を公表し、「支え手

側」、「受け手側」に分かれるのではなく、公的な福祉サービスと協働して助けあいながら生活する「地域共

生社会」の実現を目指しています。本市の高齢者人口は、2025 年に総人口の 36.5％を占めることが推計さ

れています。今後、増加していく高齢者世代が、住み慣れた地域で安心して生き生きと暮らし続けるために、

地域の支え手となって、社会に参加し続けていくことが重要です。 

 本市では、高齢者の生きがいづくり活動の支援として、香取市高齢者クラブ連合会及び単位高齢者クラブ

（平成 28年：クラブ数 102、会員数 4,064人）に対し、補助金を交付し、活動の活性化を促しています。 

 生きがい活動支援通所事業により、家に閉じこもりがちな高齢者に対し、通所サービスを提供（平成 28 年：

195日実施、延べ 611人利用）し、生きがいづくり及び社会的孤立の解消等を図っています。 

 ひとり暮らし高齢者及び高齢者のみの世帯員に対する配食サービス事業（平成 28 年度：458 人利用、

14,088 食）や、高齢者世帯の 76 歳以上の方に対する高齢者通院タクシー事業（平成 28 年度 1,185 人交

付、14,627枚の利用）により、住み慣れた地域で安心して生活し続けられるようサポートしています。 

 高齢者の就業機会を確保するため、香取市シルバー人材センターの運営を支援しています。平成 28 年度

時点で、会員数は 319人となっています。 

 

■主な課題 

 多様化する高齢者の活動ニーズに応じた高齢者クラブの構築が必要です。 

 高齢者の移動手段の確保が必要です。 

 在宅の高齢者世帯の安否確認及び見守り体制の構築が必要です。 

 高齢者の就業機会を確保するためシルバー人材センターの充実が必要です。  
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■施策の展開 

取り組み方針①：高齢者の生きがいづくり活動の促進 

高齢者の地域活動への参加が少なくなっている中、重要なコミュニティ組織である高齢者クラブの活動が継続

できるよう支援するほか、豊かな知識や経験を活かして充実した生活が送れるよう活動の場を提供します。 

主な

事業 

生きがい活動支援通所事業 高齢者クラブ活動支援事業 

敬老祝事業 シニア健康プラザ運営事業 
 

取り組み方針②： 高齢者の外出支援の充実 

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活し続けるためには、移動手段の確保が必要です。外出支援サービ

スや高齢者通院タクシーだけでは、買い物等への対応が不十分なため、公共交通との連携を視野に移動手段

の確保を図ります。 

主な

事業 

高齢者等外出支援サービス事業 高齢者通院タクシー事業  

  
 

取り組み方針③：在宅の高齢者の世帯に対する見守り体制の確立 

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活し続けるためには、安否確認体制の確立が必要です。日常の健康

維持や事故などの緊急時に迅速な対応ができるよう、事業の充実を図ります。 

主な

事業 

緊急通報体制等整備事業 高齢者配食サービス事業 

  
 

取り組み方針④：高齢者の就業機会の確保 

高齢者の就業機会を確保するため、引き続きシルバー人材センターの運営を支援します。 

主な

事業 

シルバー人材センター運営補助事業  

  
 
 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

香取市地域福祉計画 2018（平成 30）年度～2023年度 

香取市高齢者保健福祉計画・第７期介護保険事業

計画 

2018（平成 30）年度～2020年度 

 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

地域の特性に対応した高齢者クラブ活動の定着 
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14 子育て  担当課：子育て支援課   関係課： 企画政策課・教育総務課・学校教育課        

 

■５年後の目指す姿 

安心して子どもを産み育てることができ、子どもたちが、健やかに笑顔で生活できるまちとなっています。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

子育て支援セン

ター利用者数 

 

子育て支援センター利用者数 

（出典：子育て支援課調べ） 

19,168 

人 

20,000 

人 

21,000 

人 

23,000 

人 

特定教育・保育

施設等待機児童

者数 

4 月１日時点での入所申込児童数と受入児童

数の差 

（出典：子育て支援課調べ） 

0 

人 

0 

人 

0 

人 

0 

人 

 

■現状  

 共働き世帯やひとり親家庭の増加、就業形態の変化に伴い、教育・保育需要が多様化しています。そのた

め、本市の就学前児童の人口は年々減少しているものの、保育所等への入所者、特に 3 歳未満児の入所

希望者が増えています。また、放課後児童クラブは、対象者を小学 6 年生まで拡大したことで利用者が大

幅に増加しています。 

 教育・保育施設については、公立保育所の統廃合によるこども園の開設、民間保育施設の再整備に伴うこ

ども園移行のほか、小規模保育事業所の整備等への支援を進めています。また、放課後児童クラブについ

てはクラブを増設して対応しています。 

 子ども医療費助成については、対象を中学生から高校生までに拡充し、子育て家庭の経済的負担を軽減

しています。 

 子育てに関する情報交流等の場を提供するため、市内各地域に子育て支援センターを７か所設置し、育児

に関する不安感や負担を軽減しています。 

 少子化の一因となっている未婚化・晩婚化の対応策として、結婚に意欲のある独身者を対象とした「かとり

縁結び大作戦事業」を展開し、これまで 30組が入籍をしています。 

 

■主な課題 

 広域的かつ魅力的な婚活イベントの開催が求められています。 

 子育て家庭への経済的支援の継続が必要です。 

 ひとり親家庭への自立支援の継続が必要です。 

 地域における交流・相談支援体制の継続が必要です。 

 多様化する保育需要に応じた環境の整備やサービスの充実が必要です。 

 増大する保育需要に対応した保育士の確保が必要です。 

 民間保育施設の整備やこども園化への支援が必要です。 

 放課後児童クラブの充実が必要です。 
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■施策の展開 

取り組み方針①：結婚を希望する若者への支援 

結婚に意欲のある独身者に対し、出会いの場となる様々なイベントの開催や結婚に向けてのセミナーを開催

し、独身者の縁結びを支援します。 

主な

事業 

かとり縁結び大作戦事業 婚活セミナーの開催 

  

 

取り組み方針②：子育て世帯への経済的支援の継続 

医療費助成や児童手当の支給を通じて、子育て世帯の経済的負担を軽減し、子どもの健全な育成を推進し

ます。 

主な

事業 

子ども医療費助成事業 児童手当支給事業 

  

 

取り組み方針③： ひとり親家庭への自立支援の継続 

ひとり親家庭の自立を促進するために、経済的支援として児童扶養手当や医療費等を助成します。また、自

立支援員による生活相談や、就学・就労のための国・県制度の案内など、自立に向けた支援を引続き実施しま

す。 

主な

事業 

ひとり親家庭扶助事業 母子家庭等自立支援給付金事業 

母子・父子自立支援員設置事業  

 

取り組み方針④：地域の子育てに関する支援・相談体制の継続 

子育て支援センター７か所と児童館１か所おいて、地域の親子交流の場や、子育てに関する相談ができる場

を提供します。また、家庭児童相談室においては、養育等に関する相談や、要支援児童に関する相談を受け、

関係機関と連携し支援します。 

主な

事業 

子育て支援センター設置事業 家庭児童相談室設置事業 

児童館運営事業  

 

取り組み方針⑤：保育環境の整備とサービスの充実 

保育需要の高まりや待機児童発生抑制の観点から、多様化する保育需要に対応するため、幼保一元化施設

の整備、民間保育施設整備に対する支援などとともに公立施設の統廃合や民営化などを検討し、需要に応じた

保育環境やサービスの充実を図ります。 

主な

事業 

保育所・幼保一元化施設整備事業 保育所運営事業 

放課後児童クラブ整備・運営事業 ファミリーサポートセンター事業 

 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

香取市子ども・子育て支援事業計画 2015（平成 27）年～2019（平成 31）年 

幼保一元化施設整備計画 2014（平成 26）年～2018（平成 30）年 

 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

地域全体で子どもたちを見守り、育てていくという意識の醸成 
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15 障害者福祉  担当課：社会福祉課     関係課 学校教育課・子育て支援課 

 

■５年後の目指す姿 

障害のある人もない人も、ともに生き、支えあっています。また、公共空間は、ユニバーサルデザインに基づき、

多くの人が利用しやすい環境となっています。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

一般就労移行者

数 

福祉施設を退所し、一般就労する人数 

（出典：社会福祉課調べ） 

29 

 人/年 

（2016） 

29 

人/年 

 

30 

人/年 

 

31 

人/年 

 

居宅障害福祉サ

ービス利用者数 

 

在宅で障害福祉サービスを利用している人数 

（出典：社会福祉課調べ） 

487 

人/年 

（2016） 

490 

人/年 

 

495 

人/年 

 

500 

人/年 

 

 

■現状  

 全国的な傾向として、障害のある人の高齢化、重度化、重複化、そして、障害のある人を支える家族の高

齢化などにより、障害福祉施策へのニーズが増加、多様化、複雑化しています。 

 本市における障害者手帳所持者数の推移をみると、総数は微増傾向で推移しており、手帳別では、身体障

害者手帳所持者がほぼ横ばいで、療育手帳所持者、精神障害者保健福祉手帳所持者が増加で推移して

います。 

 障害児等が必要な支援を受けられるよう、療育支援コーディネーター等を活用し、また、事業者や関係機関

との連携を強化し、サービス提供を行っています。 

 障害等への理解を深めるための啓発として、市民に対しては広報紙等で周知し、民生委員や市職員に対し

ては研修を実施しています。 

 一般就労移行者数について、ハローワーク、障害者就業・生活支援センター等と協力し、障害者に職業の

紹介や就職後の安定化を指導するとともに、障害福祉サービス（就労移行支援）の支給を通して、雇用促

進を図っています。また、利用者のニーズと福祉施設の意向を尊重しながら、生活介護、居宅介護などの

サービスを通して、日中活動の場の充実や居宅生活費の支援の充実を図っています。 

■主な課題 

 障害のある人に対する理解を深める啓発活動の推進が求められます。 

 療育・教育体制の充実が求められます。 

 障害者の雇用・就労の促進及び定着が求められます。 

 生活支援サービスの充実が求められます。 

 権利擁護の推進が求められます。 

 障害者の生活環境の整備・充実が求められます。 
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■施策の展開 

取り組み方針①：障害のある人に対する理解を深める啓発・広報の充実 

障害のある人が地域の中で、真に豊かな生活が送れるように、障害のある人に対する理解を深める啓発活

動を展開します。 

主な

事業 

啓発活動事業 福祉教育の推進 

体験・交流の促進 地域福祉の推進 

 

取り組み方針②：療育・教育体制の充実 

障害のある子ども一人ひとりのニーズに応じて、きめ細やかな支援を行うため、一貫した教育や療育を行うと

ともに、学習障害、注意欠陥・多動性障害、自閉症などについて教育的支援を行うなど、障害や発達の遅れの

ある子もない子も、ともに地域で育てる環境づくりに努めます。 

主な

事業 

障害児相談支援 児童発達支援 

放課後等デイサービス 特別支援教育体制の推進 

 

取り組み方針③： 雇用・就労の促進 

雇用・就労は障害者の自立・社会参加のための重要な柱であり、障害者がその能力を最大限に発揮し、働く

ことによって社会に貢献できるよう、一人ひとりの特性を踏まえた条件整備が求められます。一般就労のほかに

就労移行支援事業所等の就職に向けた職業訓練等のサービス提供を行い、事業所の体制整備を促進するとと

もに、サービスの質の向上に努め、就労支援の充実を図ります。 

主な

事業 

就労移行支援 就労継続支援 

  

 

取り組み方針④：生活支援サービスの充実 

障害者の多様なニーズに対応した生活支援体制の整備を図り、福祉サービスの量的、質的充実に努めます。 

主な

事業 

居宅介護 障害者相談支援 

手話通訳者派遣 成年後見制度利用支援 

 

取り組み方針⑤：生活環境の整備・充実 

公共空間の整備にあたっては、可能な限り、バリアフリー、ユニバーサルデザインの配慮に努めます。また、

東日本大震災の経験と教訓を踏まえ、災害時における障害者等の災害弱者の生命と生活を守る避難支援体制

の整備を進めます。 

主な

事業 

災害時要援護者の避難体制の検討 住宅改修費給付事業 

福祉タクシー事業  

 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

香取市第 3次障害者基本計画 2018（平成 30）年～2023年 

香取市第 5次障害福祉計画 2018（平成 30）年～2020年 

 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

障害のある人に対する関心や理解 

障害の有無を超えた交流 
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16 健康づくり  担当課： 健康づくり課 関係課：  社会福祉課、子育て支援課、学校教育課 

 

■５年後の目指す姿 

生活習慣病予防のための健診、健康指導・相談、また妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援が充実

し、病気を予防して健康で元気に暮らしています。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

妊婦歯科検診の

受診率 

妊婦歯科検診の受診率 

（出典：健康づくり課調べ） 

16.5 

％ 

（2016） 

21.0 

％ 

 

30.0 

％ 

 

37.5 

％ 

 

がん検診の受診

率 

市が実施するがん検診の受診率 

（出典：健康づくり課調べ） 

21.8 

％ 

（2016） 

24.1 

％ 

 

26.4 

％ 

 

28.8 

％ 

 

                                       

■現状  

 少子高齢化が進行するとともに、様々な社会環境の変化に伴う疾病構造の変化などにより、がん・心臓病・

脳卒中・糖尿病等の生活習慣病や、寝たきり・認知症が増加しています。また、COPD（慢性閉塞性肺疾患）

やロコモティブシンドローム（運動器症候群）等の新しい健康課題も発生しています。 

 本市においては、食習慣の乱れや栄養の偏りなどが見受けられ、高血圧・高脂血症・糖尿病など生活習慣

病や働き盛り世代の肥満傾向、若年層の健康への関心の低さなどが懸念さています。また、健康意識調

査では、「食生活の中で塩分を摂りすぎていると思う（13.4％）」、「やや多いと思う（38.9％）」を合わせた回答

の割合が 52.3％を占めています。 

 乳幼児の健康診査の受診率は、ほぼ横ばいであり、未受診者については、電話や母子保健推進員及び保

健師の訪問等により受診率の向上に努めています。 

 成人のがん検診の受診率は少しずつ増加しています。がん検診については、経費削減や受診率の向上の

ため、平成 27 年度から前立腺がん検診を、平成 29 年度から肺がん検診を特定健診と同時に実施してい

ます。 

 予防接種は、定期接種（B 類）の高齢者インフルエンザや肺炎球菌、任意接種となるロタウィルスやおたふ

くかぜについて一部助成し、接種を奨励しています。 

 乳幼児健診、保育所・幼稚園及び小学校での歯みがき指導の充実により、むし歯罹患率は低下傾向にあ

ります。妊婦、成人歯科健診については、受診率の向上に向けた取り組みが必要です。 

■主な課題 

 がん検診の受診率の向上が必要です。 

 予防接種の接種率の向上が必要です。 

 健康の増進が必要です。 

 栄養と食生活の改善が必要です。 

 母子保健機能の充実が必要です。 
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■施策の展開 

取り組み方針①：がん検診の受診率の向上 

特定健診との同時実施やがん検診を受診しやすい仕組みづくりの検討など、検診の充実を図ります。 

主な

事業 

特定健診との同時実施 がん検診を受診しやすい仕組みづくりの検討 

がん検診の意義や有効性についての普及・

啓発と受診勧奨の実施 

 

 

取り組み方針②： 予防接種の接種率の向上 

接種率の向上に向けて、引き続き、個別通知や勧奨通知を送付するとともに、子育てモバイルの PRなどによ

り周知を図り、接種率の向上に努めます。 

主な

事業 

インフルエンザ、肺炎球菌予防接種の接種

率の向上 

おたふくかぜ、ロタウィルス予防接種の接種率の向

上 

  
 

取り組み方針③： 健康の増進 

市民が生涯を通じて健康で質の高い生活を送ることができるよう、健康増進計画「健康かとり２１（第 2 次）」に

掲げる健康づくりのほか、糖尿病予防教室、高血圧症予防教室など生活習慣病予防のための教室を実施しま

す。これに加え、特定健診の要指導判定者及び早期健診の要治療・要指導判定者に対して、健診結果の説明

及び動機づけを指導します。また、ロコモティブシンドローム予防教室やゆる楽教室などの事業を推進します。 

主な

事業 

生活習慣病予防・改善対策の推進 歯と口腔の健康づくりの推進 

休養、こころの健康づくりの推進 栄養と食生活の改善 
 

取り組み方針④：母子保健機能の充実 

妊娠、出産、子育てに関する健康相談・訪問指導及び子育てモバイルサービスなど母子保健施策を推進する

とともに、子育て世代包括支援センターを設置し、妊娠から子育て期までの切れ目ない支援を行うための体制づ

くりを推進します。 

主な

事業 

妊婦・乳児訪問指導事業 母子保健事業 

妊婦乳幼児保健事業 子育て世代包括支援センターの設置 
 
 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

健康増進計画「健康かとり 21（第 2次）」 2017（平成 29）年度～2021年度 

 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

健康づくりに対する意識の向上 

安心して子育てができる地域づくりの推進 
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17 地域医療  担当課：健康づくり課   関係課： 企画政策課  

 

■５年後の目指す姿 

市民が健康で元気に暮らすため、安心で安全な医療の提供により、地域医療体制の充実が図られています。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

香取市健康相談

ダイヤル 24への 

相談件数 

香取市健康相談ダイヤル 24への 

相談件数 

（出典：健康づくり課調べ） 

3,677 

件 

（2016） 

3,700 

件 

 

3,800 

件 

 

3,900 

件 

 

  

■現状  

 全国的に医師・看護師等の医療従事者の確保、地域的な偏在の解消が大きな課題となっています。 

 市内の公立病院においても、医師不足等の影響により、入院患者や時間外の救急患者の受入れが脆弱で

あるため、市内の患者の約半数が市外の医療機関に流失・搬送されています。 

 市内には、分娩機能を有する医療機関がないため、すべての妊婦が市外の医療機関で出産しています。  

今後、高齢者のみの世帯が増加し、在宅医療（往診、訪問診療等）の需要が増すことが予想されます。しか

し、市内には、在宅医療を提供する施設が５施設（病院１・診療所４）のみとなっています。 

 健康医療電話相談サービス事業では、24 時間年中無休で、相談料・通話料無料の電話相談サービス「香

取市健康相談ダイヤル 24」を行っています。 

 休日夜間（19時から 22時）における、地域の救急医療を確保するため、香取郡市医師会の協力を得て、内

科医及び小児科医 14人、外科医 7人による輪番制で診療を行っています。 

 千葉県立佐原病院については、平成 28年 11月に「香取地域における医療提供体制の充実について」を千

葉県知事に要望し、平成 29年 6月に「医療提供体制の充実がより一層図られるよう対応する」旨の回答が

ありました。 

 小見川総合病院については、平成 29 年度に新病院建設事業に着手し、平成 31 年度の開院を目指してい  

ます。なお、病院運営については、開院を機に香取市東庄町病院組合を解散し、市立病院へ移行する予定

です。 

■主な課題 

 医師不足への対応が必要です。 

 市内に診療機能のない産婦人科の充実が必要です。 

 市民が身近で安心して医療サービスが受けられるよう地元医師会、市内医療機関と連携し、地域医療体制

の構築・充実が必要です。 

 健康医療電話相談サービス事業「香取市健康相談ダイヤル 24」の認知度の向上が必要です。 

 救急・入院・外来診療体制の強化や小児（救急）医療の充実が必要です。 

 在宅医療提供体制の整備が必要です。 
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■施策の展開 

取り組み方針①：常勤医師の確保 

医師の確保については、市単独では非常に厳しいものがあることから、関係医療機関等と連携し、あらゆる機

会を通じて、国・県に要望し、常勤医師の確保を図ります。 

主な

事業 

医師確保対策  

  

 

取り組み方針②：産婦人科の充実 

市内のすべての妊婦が市外の医療機関で出産している現状の早期改善を図るため、産婦人科クリニックの

誘致等に向けた調査を進めます。  

主な

事業 

産婦人科クリニック等の調査事業  

  

 

取り組み方針③：地域医療提供体制の充実 

市が要望した「香取地域における医療提供体制の充実について」に対する県からの回答を受け、その実現に

向けて協議を継続します。小見川総合病院の建て替えに伴い、市立病院への移行後も最新医療機器の整備、

医師の招へい等診療体制の充実を図ります。また、地元医師会等の協力を得て、在宅当番医制の充実を図り

ます。 

主な

事業 

小見川総合病院の診療体制の充実 医師会等へ助成、在宅当番医制事業 

  

 

取り組み方針④：相談体制の充実 

急な病気・けがで困ったときの対応や、健康・医療・育児・介護に関する相談に、医師・保健師・看護師などが

24 時間年中無休で電話相談サービスを提供し、市民の健康医療や介護・子育てに関する不安等の軽減を図り

ます。また、事業の認知度を高めるため、広報等を活用し、市民への周知拡大を図ります。 

主な

事業 

健康医療電話相談サービス事業「香取市健

康相談ダイヤル 24」 

 

  
 
 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

― ― 

 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

気軽に相談できる、かかりつけ医を持つ 

救急車の適正利用 
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18 社会保障  担当課： 市民課 関係課：  社会福祉課・健康づくり課・税務課 

 

■５年後の目指す姿 

資格管理・医療費の適正化を推進し、国民健康保険・後期高齢者医療保険制度が健全に運営されています。

また、生活に困窮した人たちへの支援が充実し、生活状態が改善されています。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

特定健康診査の受

診率 

40歳以上の国保被保険者の受診率 

（出典：市民課調べ） 

 

46.22 

％ 

47.50 

％ 

49.00 

％ 

50.50 

％ 

国民健康保険被保

険者 1人当たりの医

療費 

国民健康保険被保険者 1人当たりの医療

費 

（出典：市民課調べ） 

341,652 

円 

（2016） 

355,454 

円 

以内 

362,563 

円 

以内 

369,814 

円 

以内 

生活困窮状態が改

善された世帯数 

生活困窮者自立支援事業の相談者が生活

改善（増収）できた件数 

（出典：社会福祉課調べ） 

15 

世帯 

（2016） 

15 

世帯 

 

15 

世帯 

 

15 

世帯 

 

 

■現状 

 国民健康保険制度は、平成 30 年度から都道府県が財政運営の責任主体となり、市町村は地域に密着

した事業を行い、制度の安定化が図られることとなります。 

 本市において、被保険者の高齢化の進行と医療の高度化に伴い、医療費は増加傾向にあります。1 人

当たりの医療費は 333,614円(平成 27年度)から 341,652円(平成 28年度)へと増加しており、今後も増加

が見込まれます。一方で、保険料収納額は、被保険者の減少と高齢化により、25億 9千万円(平成 27年

度)から 24億 6千万円(平成 28年度)と減少しています。これらに対して、本市では広報紙・市ウェブサイ

トによる制度周知、医療費・ジェネリック医薬品差額通知の発送、データヘルス計画に基づく健康診査な

ど各種健康普及事業による医療費適正化を図っています。 

 健康診査は、集団または医療機関健診の選択を可能としたほか、市が実施する前立腺がん検診等を同

時に受診できるなど受診環境を改善しています。その結果、平成 28 年度の特定健康診査受診率は、前

年度比 0.8％増となりました。また、早期健康診査の対象年齢を 35歳から 20歳に引き下げています。 

 生活困窮者自立支援制度によって、生活困窮者の自立相談支援が強化されましたが、国は支援につな

がっていない生活困窮者への対応や支援メニューの不足を課題としています。 

 生活保護世帯数は、人口の減少に反して、488 世帯 591 人（平成 24 年）から 595 世帯 717 人（平成 29

年）と増加しています。様々な課題を抱えてる生活困窮者の相談に対応するため、香取自立支援相談セ

ンターを開設し、相談支援体制を強化しています。 

 

■主な課題 

 健康診査（特定・早期・後期高齢者医療）の受診率向上が必要です。 

 医療費の抑制が必要です。 

 健康普及事業の充実が必要です。 

 国民健康保険税と後期高齢者医療保険料の収納率の向上が必要です。 

 生活困窮者への支援制度の普及・啓発と支援の充実が必要です。  
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■施策の展開 

取り組み方針①：健康診査受診率の向上 

健康診査実施に伴い、関係機関との連携・協力により、検査項目などの検討や受診の機会を増やすなど、健

診内容と受診環境を改善します。また、過去の受診記録を活用し、未受診者に対して、文書による受診勧奨や

未受診の理由などを調査し、受診率の向上を図ります。 

主な

事業 

香取郡市医師会との連携 受診勧奨通知発送 

受診環境改善  

 

取り組み方針②： 医療費の適正化 

健康診査の実施のほかに、ジェネリック医薬品の活用を促進します。加えて、医療費のしくみや受診日・医療

費の確認のための情報を被保険者に提供し、医療制度の理解や健康管理意識の向上を促します。また、不当

利得や過誤請求を減らすため、レセプト点検の強化により、過大請求などを抑止し、医療費の適正化に取り組

みます。 

主な

事業 

ジェネリック医薬品活用による差額通知発送 医療費通知発送 

レセプト点検  

 

取り組み方針③：健康普及事業の充実 

健康管理に対する意識の向上を目的として、健康に関する医療講演会、体操教室、ウォーキング教室等の事

業を実施することで、医療費の抑制を図ります。また、広報紙への医療コラムの掲載により、医療情報の提供を

図ります。 

主な

事業 

医療講演会開催 体操教室、ウォーキング教室開催 

医療情報提供  

 

取り組み方針④：国民健康保険税と後期高齢者保険料の収納率の向上 

早期納付の促進、納税意識の喚起を促す目的で、催告書の発送と広報紙へ記事を掲載します。また、金融

機関へ依頼し、口座振替の促進を図ります。定期的に検討会を開催し、情報の共有、迅速・徹底した財産調査

を行い、担税能力を見極めた上で、滞納処分を実施し、滞納の停滞を防止します。 

主な

事業 

徴収体制整備  口座振替推進 

滞納整理  

 

取組み方針⑤：生活困窮者への支援の充実 

生活保護受給者のほか、非正規職員の労働者や低所得の給与収入者など、生活に困窮するリスクの高い世

帯が増加しています。このため、生活保護受給者に加え、生活保護に至る前の段階にある生活困窮者への相

談支援や就労・自立の促進に取り組みます。 

主な

事業 

生活困窮者自立支援相談事業の強化 ハローワークとの就労自立支援事業の実施 

被保護者就労支援事業の実施  

 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

香取市国民健康保険データヘルス計画書（第 2期） 2018（平成 30）年～2023年 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

医療費抑制の理解 

健康事業への参加 

生活困窮者自立支援制度に対する理解  
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19 教育施設・環境の整備 
 担当課： 教育総務課 関係課：  学校教育課 

 

■５年後の目指す姿 

「香取市学校等適正配置計画実施プラン」に基き、学校の適正配置や教育環境の改善及び老朽化した学校

施設の長寿命化が図られています。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

小中学校数 
学校再編後の小中学校数 

（出典：教育総務課調べ） 

小学校  小学校  小学校  小学校  

22校 21校 16校 14校 

中学校   中学校   中学校   中学校   

7校 7校 7校 5校 

大規模改修工事を

実施した校舎棟数 

大規模改修工事を実施し

た小中学校校舎の棟数 

（出典：教育総務課調べ） 

12棟 14棟 16棟 18棟 

小中学校のトイレ洋

式化率 

市内の小・中学校のうち、

トイレの洋式化を実施した

学校の割合 

（出典：教育総務課調べ） 

小学校 小学校 小学校 小学校 

42.80% 48.00% 59.20% 89.30% 

中学校 中学校 中学校 中学校 

51.80% 51.80% 58.80% 92.60% 

 

■現状  

・ 全国的に児童・生徒数の減少や学校施設の老朽化が大きな問題となっています。文部科学省では、平成

27 年 1 月に「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引」を、同年 7 月には「学校施設の

長寿命化計画策定に係る手引き」を作成し、学校の適正規模化、学校施設の長寿命化を促進しています。 

・ 本市では、平成 22 年 7 月に「香取市学校等適正配置計画実施プラン」（以下 適正配置計画実施プラン）

を策定し、市民協働で適正配置を推進しています。学校施設の耐震化は平成 27年度末に完了し、平成 29

年度から学校トイレの洋式化を進めています。現在、小見川中学校、山田中学校の 2 校で校舎大規模改

修事業を実施しているほか、山田地区小学校の統合に伴う校舎及び屋内運動場等の整備を進めていま

す。 

・ 教育環境の不均衡や地域格差等を是正し、教育環境の質を保つため適正配置計画実施プランに基づき、

小中学校の再編統合を進めた結果、平成 22 年から平成 29 年の 7 年間で、小学校数は 25 校から 22 校

に、中学校数は 8 校から 7 校にそれぞれ減少しています。再編統合に伴い、遠距離通学となる児童生徒

の通学を支援するため、スクールバスの導入を進めています。 

 

■主な課題 

 適正な学校規模を維持するため学校再編・統合の推進が必要です。 

 老朽化した学校施設の長寿命化の計画的な推進が必要です。 

 スクールバスの導入台数が増加したことから、効率的な管理運行が求められます。 

 教育環境の整備充実が必要です。 

 廃校施設の利活用については、全庁的な取り組みが必要です。 



61 

■施策の展開 

取り組み方針①：学校等適正配置 

学校規模による教育環境の不均衡や地域格差を是正するため、通学距離や小中学校の配置バランスを考慮

しながら、学校施設の適正規模・配置を検討し、市民協働で学校再編を推進します。 

主な

事業 

香取市学校等適正配置計画実施プラン第一

次改定版に基づく小中学校の統廃合の推進 

香取市学校等適正配置計画実施プラン第一次改定版

の見直し 

山田小学校整備事業 福田・神南統合小学校整備事業 
 

取り組み方針②： 学校施設の長寿命化 

「香取市公共施設等総合管理計画」及び「香取市学校等適正配置計画実施プラン第一次改定版」と整合性を

図りながら「学校施設の長寿命化計画」（2020 年 4 月まで）を策定し、児童生徒等一人ひとりに配慮した安全で

快適な教育環境を整備します。 

主な

事業 

学校施設長寿命化計画の推進 小中学校校舎等大規模改修事業 

  
 

取り組み方針③：スクールバスの適正な管理運行 

小中学校の再編・統合の推進に伴い、児童・生徒の通学時の安全性を確保するため、スクールバスの運行台

数が大幅に増大する見込みです。スクールバスの運行については、活用状況や他の公共交通機関の運行形態

等、様々な要素を総合的に勘案しながら、効率的かつ効果的に進めます。 

主な

事業 

スクールバスの導入及び適正な運行管理  

  
 

取り組み方針④：快適な教育環境の整備 

情報化教育の環境整備とともに学校トイレの洋式化を推進します。目標とするトイレの洋式化率は 90％とし、

全体で約 250 か所のトイレを平成 29(2017)年度から 2021 年度までの 5 年間で洋式化します。また、情報化教

育に対応し、校舎の大規模改修時に無線ＬＡＮ等の ICT環境を整備します。 

主な

事業 

学校施設のトイレの洋式化の推進 校内無線 LAN等の整備 

 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

香取市教育ビジョン 2010（平成 22）年度～2019（平成 31）年度 

後期教育振興基本計画 2015（平成 27）年度～2019（平成 31）年度 

香取市学校等適正配置計画実施プラン第一次改定版 2010（平成 22）年度～2025年度 ※平成 27年度見直し 

 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

学校再編・統合への関心と理解 

 

 



62 

20 学校教育  担当課： 学校教育課 関係課：  教育総務課、子育て支援課 

 

■５年後の目指す姿 

児童生徒の「生きる力」を育成しています。確かな学力・豊かな心・健やかな体を育める教育環境が充実して

います。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

長期欠席児童生

徒の割合 

全児童生徒数のうち 30日以上欠席している児

童生徒の割合 

（出典：学校教育課調べ） 

1.29 

% 

1.07 

% 

1.07 

% 

1.07 

% 

全国学力学習状

況調査平均値 

全国学力学習状況調査（算数・数学）の全国平

均と香取市平均の比較 

（出典：文部科学省、学校教育課調べ） 

小 -7.8 

中 -5.9 

ﾎﾟｲﾝﾄ 

小 -5.0 

中 -3.0 

ﾎﾟｲﾝﾄ 

小 -2.0 

中 -1.0 

ﾎﾟｲﾝﾄ 

小 +1.0 

中 +1.0 

ﾎﾟｲﾝﾄ 

 

■現状  

 学習指導要領及び千葉県学校教育指導の指針等に基づき、社会に開かれた教育課程の推進が求めら

れています。本市においては、学びの質の向上を図り、「主体的・対話的で深い学び」を実現することで、

児童生徒の学力の向上を目指しています。 

 本市では、独自の標準学力調査を小学 5 年生と中学 2 年生の児童生徒を対象に実施しています。平成

28 年度の実施結果では、小学校は国語・社会・理科が、中学校は国語・理科・社会・英語が全国平均点

を上回っており、学力向上に対する取り組みの成果が伺えます。しかし、算数・数学の到達度は全国平均

点から下回り、特に思考力・活用力の向上が課題です。 

 発達障害の可能性のある子どもを含めた特別な支援を必要とする児童生徒が増加しており、児童一人ひ

とりのニーズに応じた教育の構築に向け、学校での支援体制の充実が求められています。特別支援教育

の推進のため管理職及び通常学級担任の特別支援教育への理解を深める必要性から、専門家を招き、

実践的な指導技術について学ぶ機会を設けています。 

 長期欠席児童生徒（長欠）対策として、家庭向けリーフレットの配付、電話相談「香取市ほっとダイヤル」

「香取市いじめメール相談」の開設、教員研修、学校訪問等での聞き取りを行うとともに、学校・関係課・

関係機関と連携し対応にあたっています。ここ数年、長欠率は増加していますが、国・県平均と比較して

依然低い値となっています。 

 

■主な課題 

 コンピュータの活用能力向上に向けた教育環境の計画的整備が必要です。 

 学習指導要領の趣旨に基づき、円滑な教育課程の実施及び評価が必要です。 

 基礎学力の定着が必要です。 

 郷土愛の醸成や地域理解の促進が必要です。 

 特別支援教育に対するより一層の理解が必要です。 

 長欠については未然防止・早期発見・早期解決を視点に関係機関との連携が必要です。 
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■施策の展開 

取り組み方針①：学習環境の整備 

教育情報化の推進に対応した教育環境の整備充実を進め、市内小中学校全校において無線ＬＡＮが使える

ようにするとともに、タブレット端末を導入します。今後もコンピュータやデジタル機器等の計画的な更新を進め

ます。 

主な

事業 

学校ＩＣＴ環境整備事業  

  
 

取り組み方針②： 確かな学力の育成・特色ある学校教育の推進 

全国学力学習状況調査では他教科と比較して算数・数学の学力に課題があることがわかっています。そのた

め、教員の指導力の向上を図り、児童生徒の知識・技能の定着及び活用力を高めるよう取り組みます。 

児童生徒の実態に応じた教育課程を編成するとともに、地域の教育力を積極的に活用し地域の特性を生か

した教育を推進します。 

主な

事業 

教員の授業力の向上 郷土愛の醸成や地域理解の促進 

外国語教育の推進 学校支援ボランティアの活用 
 

取り組み方針③：特別支援教育の推進 

特別な支援が必要な児童生徒が増加することが見込まれます。特別な配慮を要する児童生徒の多様なニー

ズに対応するため、全教職員の専門性を高めます。 

主な

事業 

特別な配慮が必要な児童生徒に対する理

解と対応についての研修 

特別な配慮が必要な児童生徒に対する支援体制の充

実 

  
 

取り組み方針④：生徒指導・相談体制の充実 

学校、子育て支援課、児童相談所等関係機関及び、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等と

の連携を密にし、課題を抱える児童生徒及び学校を支援します。 

主な

事業 

関係機関、関係課と連携したいじめ防止対

策、不登校支援対策 

 

  
 
 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

香取市教育ビジョン 2010（平成 22）年度～2019（平成 31）年度 

後期教育振興基本計画 2015（平成 27）年度～2019（平成 31）年度 

 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

学校支援ボランティアへの参加 
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21 青少年健全育成  担当課： 生涯学習課 関係課：  ― 

 

■５年後の目指す姿 

家庭、学校、地域の見守りにより、青少年の豊かな人間性が育まれています。社会生活を営む力と人生を切

り拓く創造力を身につけ、健やかに成長し、自立できる環境が整っています。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

地域ボランティア

活動経験者（児

童）の割合 

「地域社会などでボランティア活動に参加した

ことがある」と回答した小学 6年生の割合 

（出典：全国学力・学習状況調査） 

36.5 

％ 

 

40.0 

％ 

 

45.0 

％ 

 

50.0 

％ 

 

友達との約束を

守っている児童

の割合 

「友達との約束を守っている」、「どちらかといえ

ば守っている」と回答した小学 6年生の割合 

（出典：全国学力・学習状況調査） 

96.9 

％ 

 

98.0 

％ 

 

99.0 

％ 

 

100.0 

％ 

 

 

■現状  

 国では、平成 25 年度から第 2 期教育振興基本計画を施行し、その中の基本施策「豊かな心の育成」の

関連予算として、「健全育成のための体験活動推進事業」、「青少年を取り巻く有害環境対策の推進」など

が措置されています。全国的に、急速な少子化、インターネットやスマートフォンをはじめとする情報の氾

濫、厳しい雇用情勢などが、多様化、複雑化した青少年問題を引き起こす要因となっています。また、子

どもの貧困、引きこもりや不登校などが深刻化し、社会生活を円滑に過ごすことが困難な青少年への支

援が大きな課題となっています。 

 子ども会活動では、少子化や仕事等による多忙から、役員の担い手が不足し、市子ども会育成連合会か

らの脱退が発生しています。 

 青少年相談員は市及び県の研修会への参加により資質向上、育成を図っています。子ども会は活動を

サポートするジュニアリーダー育成のため、研修講習会により資質向上を図りながら、地域の子ども会行

事へ参加し活動を牽引しています。 

 子ども会活動の充実、組織の存続に向けて、子ども会をアシストする OB 会や支援グループ等の充実を

図るため、各種イベントにジュニアリーダーを派遣し積極的に広報宣伝しています。 

 地域住民の協力を得て、学校等を活用し、子どもたちの活動拠点（居場所）を確保し、放課後や週末等に

おける様々な体験活動や地域住民との交流活動を支援しています。 

 

■主な課題 

 異年齢交流の促進、地域住民との交流機会の拡充が必要です。 

 青少年が地域のふれあいにより、様々な経験を積める学校外活動が必要です。 

 家庭・学校・地域の連携による市民一体となった青少年健全育成の推進が必要です。 

 飲酒や喫煙、薬物乱用、情報氾濫など有害環境対策と防止啓発教育が必要です。 

 非行防止のため、警察、学校、青少年相談員等との更なる連携協力が必要です。 

 すべての教育の出発点である保護者の家庭教育力の向上が必要です。 
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■施策の展開 

取り組み方針①：学校外活動の充実 

青少年相談員が主催するスポーツ大会や屋外活動、地域ボランティアによる放課後子ども教室や人材バンク

ボランティアによるわんぱく教室の開催を支援します。また、地域の高校生ボランティアの協力による小学生通

学合宿を実施します。 

主な

事業 

生涯学習人材バンク事業 放課後子どもプラン事業 

青少年対策事業  

 

取り組み方針②： 地域における放課後、休日等の子どもの安心・安全な居場所づくり 

地域住民による小学校の余裕教室や公民館等を活用した学校活動以外の居場所、学びの場作りを支援し、

地域での子どもの見守りと子育て力の向上に取り組みます。 

主な

事業 

生涯学習振興事業 社会教育事業 

放課後子どもプラン事業  

 

取り組み方針③：地域等との連携協力と青少年の非行防止活動の推進 

 青少年相談員兼防犯指導員を地域に配置し、青少年の健全育成活動の積極的な推進を図るとともに、青少

年問題協議会との連携により健全育成事業及び防犯活動事業を実施します。 

主な

事業 

青少年相談員防犯パトロール事業  

  

 

取り組み方針④：家庭教育力の向上 

家庭教育指導員を配置し、家庭教育に関する相談及び指導を行うほか、家庭教育学級の企画、運営及び学

習内容について指導助言します。また、社会教育指導員を配置し、社会教育全般に関し、直接指導及び助言、

学習相談又は社会教育団体等の育成に努めます。  

主な

事業 

生涯学習振興事業 家庭教育学級、家庭教育相談サポート事業 

放課後子どもプラン事業  

 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

香取市教育ビジョン 2010（平成 22）年度～2019（平成 31）年度 

香取市生涯学習推進計画（第 2次） 2015（平成 27）年度～2019（平成 31）年度 

 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

子ども会への積極的な加入 

子ども教室など交流活動への参加 

運営ボランティアなど積極的な行事参加 
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22 生涯学習  担当課： 生涯学習課 関係課：  ― 

 

■５年後の目指す姿 

誰もが気軽に学問や文化芸術に触れ、学習意欲を満たされたまちとなっています。また、得られた知識や成

果を地域社会に生かし、活動を通じて生きがいや地域との交流を持つ豊かな人生を送る市民が増えています。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

生涯学習（文化・

芸術）活動の推

進の満足度 

市民意識調査の数値 

（出典：企画政策課調べ） 

8.3 

％ 

8.6 

％ 

9.5 

％ 

10.4 

％ 

図書資料の貸出

冊数 

市内図書館・室での年間貸出冊数 

（出典：生涯学習課調べ） 

218,158 

冊 

（2016） 

220,000 

冊 

 

225,000 

冊 

 

230,000 

冊 

 

 

■現状  

 国では、教育基本法に基づき、一人ひとりが自己の人格を磨き、豊かな人生を送ることができるよう、そ

の生涯にわたって、あらゆる機会に、あらゆる場所において学習することができ、その成果を適切に生か

すことのできる社会の実現を目指しています。 

 高齢化が進む中、生涯学習のニーズと重要性が一段と高まっています。 

 老朽化が著しく利用者数が伸び悩んでいる佐原中央公民館と佐原中央図書館は、新設が予定される佐

原駅周辺複合公共施設への移転が計画されています。また、旧小見川町文化会館は老朽化により、そ

の機能を平成 25年度に開館した小見川市民センターに移行しています。東日本大震災により被災した旧

栗源公民館の機能を平成 26 年度に開館した栗源市民センターに移行し、佐原文化会館は平成 26 年度

に大規模改修工事が実施されています。 

 誰もが気軽に文化芸術を鑑賞し、参加、創造できるよう、文化芸術活動への参加を促すとともに、気軽に

触れ合う様々な機会を提供しています。 

 生涯学習の拠点となる公民館、図書館での講座、教室も市民ニーズを捉え好評で、市民に積極的に活用

されています。 

 図書館では読書手帳の導入により、15 歳未満の新規登録者が増加するとともに、市ウェブサイト上の予

約、貸出延長など公民館、図書館の利便性が向上しています。 

 人材バンク事業では、生涯学習ボランティアの派遣と子ども体験学習を実施しています。ボランティア派

遣事業は学校・福祉施設などへの派遣が主であり、子ども体験学習事業は小学生と地域住民の交流の

場として認識されつつあります。 

 

■主な課題 
 時代の変化や情報技術の進歩を踏まえた学習機会の提供が求められます。 
 郷土愛を醸成するため、地域における学びの機会の拡充が必要です。 
 20～40歳代や中高生の参加者、利用者を増やすことが求められます。 
 気軽に参加できる学習の場が求められます。 
 施設の老朽化が進んでおり、計画的な再整備、維持補修が必要です。 
 施設の使いやすさや蔵書など、利用者の利便性向上が求められます。 
 各種団体が連携協力して地域の教育資源を相互活用できる仕組みが必要です。 
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■施策の展開 

取り組み方針①：生涯学習内容の充実 

市民の学習ニーズに応じた学習プログラムの導入に取り組みます。また、生涯学習活動で得た知識や技能を

ボランティアとして、次世代へ継承できる仕組みを整備します。 

主な

事業 

生涯学習振興事業 社会教育事業 

公民館運営事業 文化会館施設管理運営事業 

 

取り組み方針②：市民による自主的な活動への支援 

市民講座・教室やイベントの実施には、地域ボランティアの協力を得て、公会堂や里山、伝統行事などの地域

資源を活用します。生涯学習活動への参加者が増えるよう、各種市民団体が連携することにより、大きな相乗

効果が生じるよう促します。 

主な

事業 

生涯学習振興事業 社会教育事業 

公民館運営事業  

 

取り組み方針③：生涯学習活動の推進 

誰もが気軽に文化や芸術に触れる機会を確保します。また、文化祭、音楽会などの各種イベントや市民講座

の魅力向上と対象年齢の拡大を図ります。 

主な

事業 

生涯学習振興事業 社会教育事業 

公民館運営事業 図書館運営事業 

 

取り組み方針④：活動拠点の整備 

生涯学習をはじめとする市民活動の拠点として、安心・安全に利用できる施設の適正な維持・改修に努め、機

能の充実を図ります。 

主な

事業 

公民館運営事業 文化会館施設管理運営事業 

コミュニティセンター管理事業  

 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

香取市教育ビジョン 2010（平成 22）年度～2019（平成 31）年度 

香取市生涯学習推進計画（第 2次） 2015（平成 27）年度～2019（平成 31）年度 

香取市図書館基本計画 2017（平成 29）年～2021年 

香取市子どもの読書活動推進計画（第 2次） 2016（平成 28）年～2020年 

 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

講座・教室への積極的な参加 

生涯学習活動で得た知識や技能の社会への還元 

図書資料の積極的な活用 
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23 生涯スポーツ  担当課： 生涯学習課 関係課：  ― 

 

■５年後の目指す姿 

スポーツを「する」ことはもちろん、「観る」「支える」といった様々な形でスポーツに親しんでいます。スポーツの

楽しさや感動を分かちあいながら健康で活力ある生活を送っています。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29) 2018 2020 2022 

スポーツ施設利

用者数 

市が管理するスポーツ施設の利用者数（21 カ

所） 

（出典：生涯学習課調べ） 

279,984 

人 

（2016） 

281,000 

人 

 

282,000 

人 

 

283,000 

人 

 

体育協会会員数 

市内の競技・地域団体等 29組織で構成する体

育協会の会員数 

（出典：生涯学習課調べ） 

4,204 

人 

（2016） 

4,210 

人 

 

4,215 

人 

 

4,220 

人 

 

 

■現状  

 国では、スポーツ立国の実現を目指し、平成 29年 3月に「第 2期スポーツ基本計画」を策定し、千葉県

においても、スポーツ立県ちばの一層の推進を目指し、「第 12 次千葉県体育・スポーツ推進計画」が策

定されています。 

 2020年東京オリンピック・パラリンピックの開催決定により、スポーツに対する関心が高まりをみせるとと

もに、中高年を中心とした健康志向の高まりからスポーツ活動に対するニーズは多様化しています。 

 本市の 18歳以上の市民で、「1日 30分以上の運動を週 2回以上、運動をしている人」の割合は、50.2％

（平成 28 年 11 月調査）となっていますが、18～39 歳までの割合は 35.7％と低く、若い年齢層の運動不

足が目立っています。 

 運動する子どもとしない子どもの二極化、またそのことによる体力・運動能力の二分化傾向にあります。 

 地域の特性を活かした市民レガッタやカヌーなどの水上スポーツや香取小江戸マラソン大会を開催し、

地域の活性化を図っています。 

 平成 20 年 5 月に総合型地域スポーツクラブ「ふれあいスポーツ佐原」が設立され、現在 124 名の会員

（平成 29年度時点）が、自分自身のライフスタイルに合わせてスポーツに親しんでいます。 

 市が管理する 21 カ所のスポーツ施設の多くは、老朽化が進んでいるため、適宜改修等を行うとともに、

使用料の統一を図っています。 

 ボート、カヌー、馬術等の競技において、各種全国大会や国際大会で活躍するトップアスリートを多く輩

出しています。 

■主な課題 

 すべての市民が自発的に健康づくりに取り組めるスポーツを推進することが求められます。 

 児童生徒の体力・運動能力の向上が必要です。 

 水上スポーツや香取小江戸マラソン大会の魅力をより一層広く発信することが必要です。 

 総合型地域スポーツクラブを育成・支援し、新たなスポーツ文化を構築していくことが必要です。 

 市民のスポーツ活動を推進するため、スポーツ環境整備が必要です。 

 子どもたちに、スポーツの魅力を伝える機会を提供することが求められます。 
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■施策の展開 

取り組み方針①：豊かなスポーツライフの実現 

スポーツを通じてすべての市民が主体的に健康づくりに取り組めるよう、各種スポーツ団体等への支援や地

域の特性を活かした水上スポーツ等の推進を図ります。また、子どもの体力や運動能力の向上に向けて、学

校・家庭・地域が一体なって、スポーツにふれあう環境づくりに努めます。 

主な

事業 

生涯スポーツの推進 スポーツ団体の支援 

水上スポーツ等の推進 子どものスポーツ活動の充実 
 

取り組み方針②： スポーツ活動の環境整備 

市民のスポーツ活動を推進するため、総合型地域スポーツクラブやボランティア・指導者の育成を図るととも

に、市内に点在する既存施設の充実を図り、不足する施設整備や総合的なスポーツ施設「総合運動公園」の在

り方について検討します。 

主な

事業 

総合型地域スポーツクラブの支援 スポーツボランティア・指導者の育成 

スポーツ施設の整備充実  
 

取り組み方針③：競技スポーツの推進 

競技スポーツの推進を図るため、市民、特に子どもたちがスポーツへの憧れを抱いたり、スポーツの生み出

す大きな感動・興奮を感じたりする機会の充実を図ります。また、スポーツ優秀選手に対する表彰制度・派遣費

の整備を進め、競技力の向上を図ります。 

主な

事業 

トップアスリートによる講演会等の開催 スポーツ優秀選手への表彰制度・派遣費の充実 

2020 年東京オリンピックの事前キャンプの

誘致事業 

 

 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

香取市教育ビジョン 2010（平成 22）年度～2019（平成 31）年度 

第 2次香取市生涯スポーツ推進計画 2018（平成 30）年度～2022年 

 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

スポーツイベントに参加 

スポーツ団体の活動に参加 
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24 歴史・文化  担当課： 生涯学習課 関係課：  商工観光課、都市整備課 

 

■５年後の目指す姿 

市内の指定文化財の保存・活用や伊能忠敬記念館のハード・ソフト面での充実を推進しています。伝統文化

や指定文化財、重要遺跡等が地域の人材の協力によって継承されています。 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

伊能忠敬記念館・旧宅の

年間入込客数 

伊能忠敬記念館及び伊能忠敬旧

宅の年間入込客数 

（出典：生涯学習課調べ） 

260,000 

人 

（2016） 

260,000 

人 

 

260,000 

人 

 

260,000 

人 

 

指定文化財（無形民俗）・ 

伝承芸能保存連絡協議会 

所属団体数 

指定文化財（無形民俗）・伝承芸能

保存連絡協議会に所属する所属団

体数 （出典：生涯学習課調べ） 

18 

団体 

 

18 

団体 

 

18 

団体 

 

18 

団体 

 

■現状  

 全国的にも少子高齢化によって伝統文化の継承や指定文化財の維持管理が難しくなってきています。国

は平成 29 年 6 月改正の文化芸術基本法において、「伝統芸能の継承及び発展」「文化財等の保存及び

活用」について、支援その他の必要な施策を講ずるものとするとしており、平成 30年１月改正予定の文化

財保護法においては、文化財を地域振興に活用する仕組みづくりを柱とする総合的な保存活用の支援を

推進する内容となっています。 

 本市では、国、県、市あわせて 182件（平成 29年度）の指定文化財があります。このほかに保存地区とし

て国選定が 1件、国登録建造物が 3件あるなど重要な文化財の宝庫です。平成 28年度には、北総四都

市江戸紀行が日本遺産認定、ユネスコ無形文化遺産「山・鉾・屋台行事」に佐原の山車行事が登録され

ています。 

 一部指定の国史跡及び重要遺跡の調査を進めるとともに、史跡等の指定文化財、伊能忠敬記念館にお

ける国宝指定の保存と活用を推進しています。そのほか、伝統文化・民俗文化財及び伝統的建造物群に

ついても、保存と活用を推進しています。 

 地域の人々に対し、歴史・文化の重要性の認知度向上を目指しています。 

 

■主な課題 

 伝統文化の継承者と指定文化財の維持管理が求められます。 

 日本遺産の認定、ユネスコ無形文化遺産の登録、三菱館の保存修理後の文化遺産・観光資源としての

活用が必要です。 

 地域住民の歴史・文化に対する意識の向上が必要です。 

 伊能忠敬記念館での来場者の学習効果を上げるために、常設展示の改修等よる博物館機能の充実が

必要です。 

 埋蔵文化財の発掘調査等の増加に伴う適正な調査の実施と、出土遺物保管場所の確保が必要です。 

 一部指定の国史跡及び重要遺跡の調査が必要です。 
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■施策の展開 

取り組み方針①：伝統文化の継承と指定文化財の維持 

山車行事や神楽をはじめとする伝統文化の継承、指定文化財の維持管理は、少子高齢化等により維持する

ことが困難な状況になりつつあることから、後継者や活動の支援を図ります。 

主な

事業 

佐原の山車行事伝承保存会の活動支援事

業 

伝統芸能等に係る後継者育成事業 

指定文化財の支援事業  
 

取り組み方針②：指定文化遺産・指定文化財等の利活用の推進 

数多くの文化資源をもつ、歴史のまちとしての特性を維持し、観光事業に活用していくために建造物を修理保

存します。また、郷土教育、地域理解、学校教育での有効活用を図ります。 

主な

事業 

三菱館保存修理事業 香取神宮神徳館表門保存修理事業 

無形民俗文化財用具等保存修理事業  
 

取り組み方針③：伊能忠敬記念館の機能拡充 

伊能忠敬翁の業績に関する最新の研究を調査するとともに、外国人や小中学校団体などの見学も対応でき

るように、デジタル機器等の最新の展示手法を活用した常設展示の改修計画を 2022年度までに策定します。 

また、市民がボランティアとして解説に参加する市民学芸員の養成を目指します。 

主な

事業 

常設展示改修計画策定 市民学芸員養成講座開講 

  
 

取り組み方針④：調査体制の充実と出土遺物の適正管理 

民間、公共機関による開発行為に伴う発掘調査や個人宅造等による緊急の発掘調査を実施します。また、発

掘調査によって出土した遺物を保管する場所を確保し、適切な管理に努めます。 

主な

事業 

民間機関の開発行為に伴う発掘調査事業 公共機関の開発行為に伴う発掘調査事業 

個人宅造等の緊急発掘調査事業 出土遺物保管場所の確保 
 
 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

三菱館保存修理事業計画 平成 28（2016）年～2020年 

 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

伝統文化行事等への積極的な参加 

文化財の適切な管理運営 

歴史・文化への理解 

市民講座への参加 
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25 土地利用  担当課： 都市整備課 関係課：  企画政策課 

 

■５年後の目指す姿 

良好な自然環境や歴史的資源等と調和のとれた土地利用が図られています。地籍調査を計画的に進め、土

地資産の保全・継承や社会資本整備の円滑化等、調査実施による効果が創出されています。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

大規模未利用地

利活用計画策定 

 

市所有大規模未利用地の有効活用の策定 

（出典：都市整備課調べ） 

－ － １箇所 － 

 

■現状 

 平成 22 年に都市計画に関する基本的な方針である「香取市都市計画マスタープラン」を策定し、市の目指

すべき土地利用の方針を明らかにしました。また、山田・栗源地域を含めた市全域を都市計画区域とした

「香取都市計画区域」が平成 28年 7月 1日に指定されいます。 

 土地の境界が不明確であるために生じる社会資本整備（地方公共団体による道路や上下水道等の産業や

生活基盤となる社会資本の整備）や民間開発の事業期間の長期化、土地取引の不安、課税の公平性、公

共用地の管理等の問題を地籍調査により解消します。国では地籍調査の一層の促進を図っており、計画を

策定して事業を推進します。 

 平成 29年度に「香取市地籍調査実施計画」を策定し、将来長期に渡る事業の基本方針を定めています。 

 小見川用地、旧多田工業団地建設予定地、大谷津用地、与田浦用地などの大規模未利用地の有効活用

を検討しています。与田浦市有地の一部において、平成 26年 3月から太陽光発電事業（メガソーラー発電

事業）を開始しています。 

 

■主な課題 

 地籍調査の計画的な実施と成果の活用が求められます。 

 平成 22 年に策定した「都市計画マスタープラン」に基づき、総合的・計画的な土地利用を推進することが求

められます。 

 小見川用地、旧多田工業団地建設予定地、大谷津用地などの大規模未利用地の有効活用が求められま

す。 

  



73 

■施策の展開 

取り組み方針①：地籍調査の推進 

地籍調査事業を適正かつ効率的に進め、事業の成果を活用します。 

国の施策の動向や事業の進捗状況を踏まえ、定期的な実施計画の見直しを検討します。 

主な

事業 

地籍調査事業  

  
 

取り組み方針②：秩序ある土地利用の推進 

「香取市都市計画マスタープラン」及び「香取市都市計画」等により、良好な自然環境や歴史的資源等と調和

のとれた土地利用を推進します。 

主な

事業 

適正な土地利用の推進  

  
 

取り組み方針③：大規模未利用地の活用推進 

新たな地域活性化の拠点として、大規模未利用地への産業の誘致等を図ります。 

主な

事業 

大規模未利用地の利活用計画の策定  

  
 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

国土調査事業十箇年計画 2010(平成 22)年～2019(平成 31)年 ※第 7次策定予定 

香取市地籍調査実施計画 2018(平成 30)年～期間設定なし 

香取市都市計画マスタープラン 2010(平成 22)年～2027年 

 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

土地所有者等による境界立会い 
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26 市街地整備  担当課： 都市整備課 関係課：  企画政策課 

 

■５年後の目指す姿 

駅を中心とするエリアに都市機能の集積が進んでいます。多様な世代の市民が様々なサービスを受けられる

とともに、来訪者と市民の交流が活発な市街地が形成されつつあります。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

高速バス利用者数 

バスターミナル整備予定地における年間乗

降客数（佐原駅北口・小見川支所） 

 （出典：企画政策課調べ） 

70,681 

人 
－ 

77,750 

人 

84,820 

人 

 

■現状 

 国は、人口減少・少子高齢化が進行するなか、地方都市における地域活力を維持しつつ、医療・福祉・商

業等の生活機能の確保し、高齢者が安心して暮らせるために、地域公共交通と連携したコンパクトなまち

づくりを進めることが重要であるとしています。（コンパクト＋ネットワーク） 

 本市では、大型小売店舗の撤退以降、中心市街地の衰退が加速して急速に賑わいが消失し、生活機能の

低下に見舞われています。 

 平成 29年 1月に策定した「佐原駅周辺地区複合公共施設整備基本計画」に基づき、図書館・公民館・子育

て支援施設・福祉関連施設・観光情報発信施設をコンパクトに集約していきます。また、多様な世代を施設

に集客することで中心市街地の賑わいを創出していきます。 

 地域公共交通拠点である佐原駅前広場（平成 27年度完了）や、小見川駅前広場（平成 30年度完了予定）

の整備を推進しています。 

 都市間公共交通拠点（佐原駅北口バスターミナル・小見川駅周辺バスターミナル）の整備や、利便性の向

上を検討しています。 

 平成 29 年 11 月には千葉県香取合同庁舎が竣工し、香取地域振興事務所・香取土木事務所など千葉県

の 7つの出先機関が佐原駅北口に集約されました。 

 

■主な課題 

 都市間公共交通の利便性向上に向けた取り組みが必要です（高速バス）。 

 利便性の高い複合公共施設整備が必要です。 

 商業機能の充実が必要です。 

  



75 

■施策の展開 

取り組み方針①：高速バスを基幹とした都市間公共交通の利便性向上 

通勤や通学を中心とする交通不便を解消して市内定住を高めるため、佐原駅北口及び小見川駅周辺に適切

な規模と機能を有するバスターミナル整備を検討します。また、新規路線設定の可能性調査を進め、都市間公

共交通の利便性向上を目指します。 

主な

事業 

高速バス需要等調査事業 佐原駅北口バスターミナル整備事業 

小見川駅周辺バスターミナル整備事業  
 

取り組み方針②： 公共施設の集約による中心市街地の活性化 

佐原駅南口に、複合公共施設の整備などにより、多様な世代の集客を果たし衰退傾向にある中心市街地の

活性化を目指します。 

主な

事業 

佐原駅周辺地区複合公共施設整備事業 リノベーションまちづくり事業 

  
 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

香取市小見川市街地整備基本計画 2011(平成 23)年～期間設定なし 

香取市公共交通拠点再構築基本構想 2018(平成 30)年～期間設定なし 

佐原駅周辺地区複合公共施設整備事業基本計画 2017(平成 29)年～期間設定なし 

 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

都市間公共交通の積極的な利用 

複合公共施設の利用 
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27 町並み整備  担当課： 都市整備課 関係課：  商工観光課 

 

■５年後の目指す姿 

歴史的建造物を活かした町並みが整備されています。居住者の暮らしやすさと来訪者の利便性が向上してい

ます。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

小野川周辺の観

光入込客数 

歴史的な建造物が立ち並ぶ小野川周辺の年

間入込客数 

（出典：商工観光課調べ） 

596 

千人 

（2016） 

625 

千人 

 

682 

千人 

 

682 

千人 

 

 

■現状 

 政府は、「歴史的資源を活用した観光まちづくりタスクフォース」を立ち上げ、全国の重要伝統的建造物群

保存地区（伝建地区）を中心に歴史的建造物の宿泊施設等への改修を促進しています。 

 東京オリンピック・パラリンピックが迫る中、外国人の受け皿として伝建地区が注目されており、本市の佐原

地区もその重要推進地区の１つに掲げられています。その取り組みとして、平成 28 年度にＤＭＣが設立さ

れ、歴史的建造物等を活用した宿泊・飲食事業に着手しています。また、県立佐原高等学校の生徒による

「さわらぼ」が設立され、次世代の担い手としてまちを知る・楽しむ活動が展開されています。今後、本市へ

の来訪者・宿泊者が増加することが見込まれ、「見る・買う・食べる」だけではなく、「体験する・寛ぐ」を提供

できる環境の整備が必要です。 

 東日本大震災では伝建地区を中心に大きな被害を受けましたが、歴史的建造物の修理や新築等の修景を

進めたことで、震災前の町並みの姿を取り戻しています。 

 電線類地中化事業は、小野川両岸ではほぼ完了しています。その他の一部市道についても基本設計が完

了し、順次詳細設計を進めています。また、千葉県による県道佐原山田線の電線類地中化事業も着手され

ることとなりました。 

 

■主な課題 

 歴史的建造物の適切な維持・管理が必要です。 

 歴史的建造物の居住者の確保が必要です。 

 歩行空間・景観向上のため電線類地中化の更なる推進が必要です。 

 歴史的資源保全のための景観形成地区の更なる拡大が必要です。 
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■施策の展開 

取り組み方針①：歴史的建造物の保全継承と利活用 

歴史的建造物に居住する高齢者世帯に対し、次世代等に居住意思を確認し、空き家になることが予測される

物件を把握し、既に空き家となっている物件と併せ不動産情報を発信することで、新たな居住者を確保します。 

主な

事業 

歴史的建造物の居住実態調査事業 歴史的建造物空家情報発信事業 

  
 

取り組み方針②： 電線類地中化の推進 

伝統的建造物群保存地区及び景観形成地区内の電線類地中化を推進し、歩行空間の確保、歴史的景観の

向上及び防災機能の強化を図ります。 

主な

事業 

電線共同溝整備事業  

  
 

取り組み方針③：裏通りに点在する歴史的資源の価値の見直し 

伝統的建造物群保存地区及び景観形成地区ではないものの、その周辺部に点在する歴史的資源を保存・活

用するために、通りごとの整備方針を地域住民とともに策定し、景観形成地区のエリアを拡大します。 

主な

事業 

景観形成地区拡大事業  

  
 

取り組み方針④：歴史的資源を活かしたまちづくり 

伝統的建造物や景観形成指定建築物の保存修理、歴史的な意匠での新築等を助成し景観の向上を図りま

す。 

主な

事業 

町並み保存事業 街なみ環境整備事業 

  

 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

― ― 

 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

地域内での高齢者世帯等の把握 
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28 住宅環境  担当課： 都市整備課 関係課：  企画政策課 

 

■５年後の目指す姿 

良好な住宅が供給されています。安心して住み続けられる住環境が整いつつあります。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

木造住宅の耐震化

率 

木造住宅のうち耐震基準を満たす住宅の

割合 【H28年度木造住宅数:26,790棟】  

（出典：都市整備課調べ） 

75.3 

% 

 

85 

% 

 

95 

% 

 

95 

% 

 

 

■現状 

 全国的に増え続ける空き家が問題となり、平成 27 年に「空家等対策の推進に関する特別措置法」が施行

されました。本市では、市民の生活において危険が切迫する空き家の対策のために、「香取市空家等の適

正管理に関する条例」を制定し、空き家対策を推進しています。 

 本市における取組として、市営住宅関係では粉名口団地大規模改修工事の設計に着手したほか、空き家

対策では、個別指導等により対策を推進し、近隣に悪影響を与えていた空き家の改善を促しています。ま

た、危険が切迫していた空き家に対し、条例に基づき緊急安全措置を行っています。 

 木造住宅の耐震化対策として、耐震診断助成と耐震補強工事助成を実施しました。 

 今後は、使用可能な空き家に新たな所有者を見つけるために空き家・空地の不動産情報を発信する必要

があります。 

 

■主な課題 

 空き家に対する対策が必要です。 

 将来空き家になる可能性がある住居の情報収集と新たな居住者確保が必要です。 

 適正な市営住宅の供給・管理が必要です。 

 民間住宅の耐震化推進が必要です。 
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■施策の展開 

取り組み方針①：空き家対策の推進 

空家等対策の推進に関する特別措置法及び香取市空家等の適正管理に関する条例を基に空き家対策を推

進します。また、使用可能な空き家は権利者の意向を確認し、売却の希望や賃貸希望があれば、空き家の間取

りや諸条件を付して、新たな住まい手を結びつけるために不動産情報を発信します。不動産関連団体等との連

携を強化します。 

主な

事業 

空き家対策事業 活用可能な空き家調査事業 

不動産情報発信事業 空き家バンク事業 
 

取り組み方針②： 木造住宅耐震化の推進 

耐震診断と耐震改修を助成します。また、相談から、耐震診断に至り、耐震補強の必要性が認められたもの

の、耐震改修工事に至っていない物件に対して、フォローアップを行います。 

主な

事業 

耐震相談会の周知 耐震診断実施者に対するフォローアップ 

  
 

取り組み方針③：市営住宅の適正な配置及び管理 

需要のない市営住宅を用途廃止し、需要のある市営住宅は適正に維持管理します。長寿命化が求められる

市営住宅については大規模改修工事を行います。 

主な

事業 

地域住宅計画の見直し 香取市公営住宅等長寿命化計画の見直し 

粉名口団地大規模改修事業  
 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

香取市耐震改修促進計画 2017(平成 29)年～2020年 

香取市公営住宅等長寿命化計画  

 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

地域単位での空き家把握と居住履歴等の報告 
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29 道路整備  担当課： 土木課 関係課：  都市整備課 

 

■５年後の目指す姿 

市内の幹線道路等の道路網の整備と維持管理が適切に実施され、利便性の高い道路等が快適かつ安心・

安全に利用されています。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

道路改良率 

市道認定した道路の総延長に対して、車道幅

員を 5.5ｍ以上の道路に改良した割合 

（出典：道路施設現況調査） 

60.88 

％ 

61.18 

％ 

61.78 

％ 

62.38 

％ 

道路舗装率 

市道認定した道路の総延長に対して、アスファ

ルト、コンクリート舗装を実施した割合 

出典：道路施設現況調査 

81.33 

％ 

81.58 

％ 

82.08 

％ 

82.58 

％ 

 

■現状 

 「道路整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律（道路財特法）」に基づく補助率等のかさ上げ

措置の期限が平成 30年度で終了し、道路整備の財源の確保が困難な状況になっています。 

 本市では、安全かつ円滑な道路の交通を確保するため、道路管理の一層の充実に向け自治会等との連携

強化を進め、道路清掃等の身近な課題の解消や、道路利用者ニーズへのきめ細かな対応を進めています。

道路付属物や法面・橋りょう等の老朽化が進行しており、整備計画を策定し計画的な補修工事を実施して

います。行政による取り組みに加えて、道路環境の維持では住民自治協議会等の協力を得て環境美化活

動などの道路愛護活動が実施されています。活動の展開が地域によって異なる現状がありますが、引き続

き市民との協働による道路環境の維持を推進します。 

 道路整備に関して、国道・県道の整備促進要望を毎年実施していますが、市内各地域からの要望件数が

非常に多く、即座に対応することが難しい状況にあります。地区要望に対する業務を精査しつつ、効率的に

適切な対応を進めています。 

 台風や異常気象によって道路冠水が発生するリスクが高くなってきます。災害発生時には他自治体と連携

したスムーズな対応が必要となります。豪雨や台風時の冠水を未然に防ぐため、道路排水の不良個所や、

道路冠水箇所の排水整備を進めています 

 

■主な課題 

 都市計画道路「仁井宿与倉線」の整備が必要です。 

 幹線道路網整備計画に基づく、事業の推進が必要です。 

 道路利用者の安全を確保するため、維持管理が求められます。 

 道路排水対策の推進が必要です。  
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■施策の展開 

取り組み方針①：都市計画道路の整備 

環状道路として市内の交通渋滞を緩和し、交通の円滑化を図るため生活道路や都市計画道路「仁井宿与倉

線」の整備を計画的に行います。 

主な

事業 

仁井宿与倉線整備事業 市道Ⅰ－２号線道路改良事業 

  
 

取り組み方針②： 幹線道路の整備 

市内の交流を促進する幹線道路・補助幹線道路の整備を推進するとともに、市内と市外を結ぶアクセス道路

となる、国・県道の整備促進を関係機関に働きかけます。また、道路網整備計画を今後の人口動向等を考慮し

た本市の実態に即した内容とします。 

主な

事業 

交流促進連絡道路整備・市道Ⅰ－10 号線

道路改良工事 

横断幹線道路整備・市道Ⅰ－51号線道路改良工事 

補助幹線道路整備・市道Ⅰ－57 号線道路

改良工事 

補助幹線道路整備・市道Ⅱ－32号線道路改良工事 

 

取り組み方針③：道路及び道路付属施設の維持管理 

道路及び橋りょう等の老朽化による点検を実施し、安全を確保するための整備計画を策定することにより、危

険性の高い箇所の把握をします。その結果を基に補修の財源を確保し計画的に整備します。 

主な

事業 

橋りょう長寿命化修繕事業 法面工・土木構造物修繕事業 

 

取り組み方針④：冠水箇所の解消 

市内の道路冠水箇所を、緊急性や危険度を考慮したうえで、関係機関と協議・調整を行いながら整備計画を

定め、計画に基づいた整備を進めます。 

主な

事業 

排水整備事業 調整池整備事業 

排水路維持補修事業  
 
 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

香取市幹線道路網整備計画 2008(平成 20)年～2028年 

道路ストック修繕計画 ― 

 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

道路通行の支障物の撤去 

地域内での道路美化活動への参加 

地域内での河川美化活動への参加 
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30 公共交通  担当課： 企画政策課 関係課：  社会福祉課・高齢者福祉課・商工観光課 

 

■５年後の目指す姿 

市民が安心して暮らしていけるだけの市内公共交通が確保され、都市間公共交通の利便性が高く定住性が

向上しています。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

市内公共交通に関

する市民満足度 

 

市民意識調査の数値 

（出典：企画政策課調べ） 

-24.6 

% 

-20 

% 

-15 

% 

-10 

% 

市が運行している

公共交通の利用

者数 

市が委託等で直接運行している公共交通の

利用者数 

（出典：企画政策課調べ） 

57,147 

人 

（2016年） 

58,000 

人 

 

59,000 

人 

 

60,000 

人 

 

市が運行している公

共交通に対する利用

者 1人当たりコスト 

市が直接運行している公共交通の運行経費

を利用者数の合計で割った額 

（出典：企画政策課調べ） 

757 

円 

(2016年) 

741 

円 

 

728 

円 

 

726 

円 

 

■現状 

 全国的に少子高齢化が進む中、自治体では交通政策基本計画に基づく、まちづくりと連携した地域公共交

通ネットワークの再構築が求められています。 

 本市の 1世帯あたりの乗用自動車保有率は、千葉県平均を上回る約 1.3台となっています。自家用車の

利用が日常的となっていることから、市内公共交通の利用者数は 10年前と比較して年間 11万人ほど減

少しています。しかし、年少人口と老年人口が逆転するなど、急速な少子高齢化が進行しており、今後は自

動車の運転が困難になる高齢者の増加し交通弱者の増加が見込まれるため、市内公共交通の更なる充

実が求められています。 

 路線バス・循環バスの赤字路線は補助金を交付して路線を維持しています。平成 21年からは、交通不便

地域の解消を目的に小見川地区で循環バスの運行を、平成 22年からは、佐原の町並みや香取神宮への

観光客をターゲットとした佐原循環バス周遊ルートの運行を開始しています。 

 平成 25年からは、集落が分散し道が狭隘なため、従来の大型車による路線定期運行のバスでは対応が

困難な小見川の東・南・中央地区において、乗合タクシーの運行を開始しています。 

 若年層の転出超過（就職、転職、進学等）に歯止めをかけて定住志向を高めるためには、通勤・通学・買物

や娯楽などに際して、東京圏や近隣自治体への移動を容易にする都市間公共交通の充実が必要です。 

 鉄道は、特急廃止などにより利便性が低下していることから、高速バスを主体に運行本数の増加，新規路

線の設定、拠点（バスターミナル）整備などによる都市間公共交通の利便性向上を検討しています。 

 

■主な課題 

 既存循環バス・乗合タクシー・路線バスを再編して交通不便地域の解消が求められます。 

 都市間公共交通の利便性向上に向けた取り組みが必要です。 

 鉄道の利便性の向上に向けた取り組みが必要です。 
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■施策の展開 

取り組み方針①：市内公共交通の利便性向上 

循環バス乗合タクシーの運行を続けるとともに、路線バスへの運行補助を実施し、交通不便地域の減少を目

指します。また、効率的で利便性の高い公共交通となるよう、循環バス・乗合タクシー・路線バス等の役割分担

を検討し、公共交通サービスと福祉サービスのすみ分け・調整を行い、各利用者層で利用しやすい効率的なサ

ービスを提供します。 

主な

事業 

循環バス運行事業 バス路線運行事業 

乗合タクシー運行事業 公共交通再編事業 
 

取り組み方針②： 高速バスを基幹とした都市間公共交通の利便性向上 

通勤や通学時を中心とする交通不便を解消して市内定住を高めるため、佐原駅北口及び小見川駅周辺に適

切な規模と機能を有するバスターミナルの整備を検討し、新規路線設定の可能性調査を進め、都市間公共交通

の利便性向上を図ります。 

主な

事業 

高速バス需要等調査事業 佐原駅北口バスターミナル整備事業 

小見川駅周辺バスターミナル整備事業  
 

取り組み方針③：鉄道の利便性の向上 

沿線市町と連携しながら、鉄道事業者に対してダイヤ改正等鉄道利用者の利便性向上に向けた要望や、駅

舎の老朽化対策やバリアフリー化などの要望活動を行います。 

主な

事業 

千葉県ＪＲ線複線化等促進期成同盟要望活動  

  

取り組み方針④：交通弱者への対応 

バス事業者などによる、既存の公共交通サービスでは対応が困難な交通弱者に対し、需要に応じたサービス

提供方法の調査研究や、地域の NPOなど多様な運営主体の参画などを支援します。 

主な

事業 

多様な主体による交通サービス確保の検討  

  
 
 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

（仮称）高速バス拠点整備基本構想 2017(平成 29)年度～ 

 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

公共交通機関の積極的な利用 

「自分たちの公共交通は自分たちで守っていく」といった意識の醸成 
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31 上水道  担当課： 水道課 関係課：  － 

 

■５年後の目指す姿 

老朽化施設の更新や老朽管更新等の管路整備が進み、安全な水を安心して利用しています。施設や水道事

業の統廃合など事業のスリム化で、水道事業者の経営基盤が強化さています。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

料金収納率 

水道料金現年度調定額に対して納入されてい

る収入額の割合 

（出典：水道課調べ） 

97.7 

% 

（2016） 

98.2 

% 

 

98.2 

% 

 

98.2 

% 

 

老朽管残存延長

（石綿セメン ト

管） 

残存している石綿セメント管の延長 

（出典：水道課調べ） 

124 

㎞ 

（2016） 

116 

㎞ 

 

108 

㎞ 

 

100 

㎞ 

 

■現状  

 人口減少に伴う水需要の減少、水道施設の老朽化や深刻化する人材不足など、水道事業の規模や経営

状況に影響する事象への対応が求められています。本市においては、人口減少や節水意識の高揚に伴う

水需要が減少する一方で、水道施設の老朽化が進行し、施設等の更新が求められています。 

 給水区域内の未加入者への加入促進に取り組んでいるものの、井戸水利用者の上水道への加入が進ま

ず、水道普及率は上水道、簡易水道ともに横ばい傾向にあります。 

 老朽管は、年間 3～4 ㎞の更新を行っているものの、更新が必要な管路の延長が長く、老朽管が依然残っ

ています。 

 城山第 2 浄水場の適正な規模での更新に向け、千葉県と認可変更申請を行うための協議を進めています。

平成 29年度より、城山第 2浄水場更新工事に着手しています。 

 

■主な課題 

 給水区域内における未加入者への加入促進及び収納率の向上が必要です。 

 経営の安定を図るため施設の統廃合による事業統合が必要です。 

 浄水施設の老朽化による更新及び耐震化が必要です。 

 老朽管（石綿セメント管）が残存しており、更新が必要です。 

 重要幹線の耐震化が必要です。 

 専門知識を有する職員の育成が必要です。 
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■施策の展開 

取り組み方針①：経営基盤の強化 

安心・安全な水を安定的に供給するため、老朽管の改修等による有収率の向上や加入促進を図り、経営基

盤の強化に取り組みます。また、将来的には、受益者負担の適正化を図るため、水道料金水準の適正化に向

けた料金改定について検討します。 

主な

事業 

未加入者への加入促進 水道料金収納率の向上 

民間活力の導入 水道料金適正化の検討 

 

取り組み方針②： 施設統合の推進 

老朽化した水道施設の更新を機に関連する送・配水施設の統廃合を進めます。また、今後の人口動向や利

用状況を見据えた施設能力の適正化を図るため、関連する送・配水管の統廃合を順次進めます。さらに施設の

統合と合わせ、維持管理の合理化を進めるとともに、将来的な上水道と簡易水道の統合を検討します。 

主な

事業 

上水道事業と簡易水道事業の統合 みずほ台専用水道の統合 

水道施設の広域化や連携強化の検討  

 

取り組み方針③：浄水場の更新 

老朽化した浄水場を更新していきます。佐原浄水場は、将来的な水需要等を考慮し施設規模を適正なものと

して更新します。また、災害等の発生による影響を考慮し、玉造浄水場の耐震化を進めます。城山第 2 浄水場

更新工事は、計画期間内での更新を進めていきます。 

主な

事業 

佐原浄水場の更新 玉造浄水場の耐震化 

城山第 2浄水場の更新  

 

取り組み方針④：老朽管の更新 

漏水防止の観点から老朽化が著しい石綿セメント管の更新を計画的に進めます。また、将来の地震発生に備

え、管路の耐震化を進めます。 

主な

事業 

石綿セメント管更新事業 普通鋳鉄管更新事業 

管路の耐震化事業  

 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

香取市水道ビジョン 2008（平成 20）年～ 

香取市水道事業基本計画 2008（平成 20）年～ 

香取市上水道事業経営戦略 2016(平成 28)年～2025年 

香取市簡易水道事業経営戦略 2016(平成 28)年～2025年 

 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

給水区域における上水道への加入 

水道事業の経営状況への関心と理解 
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32 下水道  担当課： 下水道課 関係課：  － 

 

■５年後の目指す姿 

公共下水道や農業集落排水処理施設等の適正な管理や基盤整備が行われ、河川等の水質が正常に保た

れています。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

汚水処理人口普

及率 

人口に占める下水道、浄化槽等が利用できる

地域の人口 

（出典：下水道課調べ） 

61.0 

％ 

（2016） 

63.0 

％ 

 

65.2 

％ 

 

67.5 

％ 

 

 

■現状 

 人口減少による下水道使用量の変化により下水道経営の厳しさが増しています。また、下水道施設の老朽

化や大地震の発生が予想されることから、当該施設の更新や耐震化が要請されています。 

 本市では、公共下水道処理施設 2 施設、農業集落排水処理施設７施設、与倉汚水処理施設の計 10 施設

を管理しています。最も古い施設は昭和 56 年度、一番新しい処理施設でも平成 16 年度の供用開始となっ

ており、処理施設の老朽化が進行しています。 

 公共下水道等整備区域の水洗化率向上に向け、普及・啓発活動を実施しており平成 29 年度での水洗化

率は目標値をほぼ達成の見込みです。公共下水道等整備区域外の地域においては、合併処理浄化槽へ

の整備（転換）を推進していますが、平成 29 年度での設置基数は目標値を下回っており、更なる推進が必

要です。 

 「香取市汚水適正処理構想」の見直しにより人口減少社会に対応した各汚水処理方法の構成を明確にし

ています。老朽化しつつある各汚水処理施設は、「下水道ストックマネジメント計画」により、計画的に修繕・

改築を実施します。これらの対応により、今後想定される課題に対処でき、事業の安定した運営が図られる

見通しです。 

 大地震の発生を想定した耐震化については、平成 25 年度に「香取市公共下水道総合地震対策計画」（※

次期計画：2019（平成 31）～2023 年度）を策定し、主要な施設、管路の耐震診断と一部耐震補強対策を実

施しています。 

 公共下水道及び農業集落排水事業で管理する各施設の維持管理業務を包括的な委託とし、民間業者のノ

ウハウを活かした効率的な維持管理を行っています。 

 

■主な課題 

 下水道施設の適正な維持管理の実施が必要です。 

 下水道施設の耐震化の実施が必要です。 

 下水道の機能強化が必要です。 

 公共下水道等・合併処理浄化槽の汚水処理人口普及率の向上が必要です。 

 下水道経営の安定化に向けた取り組みが必要です。 
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■施策の展開 

取り組み方針①：施設の適正な維持管理 

管路及び処理施設等の維持管理について、引き続き、民間事業者のノウハウ等を活用した管理を進めます。

また、これまでの管路及び処理施設等の維持管理の実施により取得・蓄積した技術やノウハウを職員間で共有

し、適切かつ効率的な維持管理を実施します。 

主な

事業 

処理施設等の包括的維持管理委託  

  

取り組み方針②： 下水道の耐震化 

下水道総合地震対策計画に基づき下水道施設の耐震化を進めます。 

主な

事業 

浄化センター、中継ポンプ場等の施設耐震

化事業 

管渠、マンホールの耐震化事業 

  

 

取り組み方針③：下水道機能の強化 

下水道ストックマネジメントに基づき、処理場や管路等の下水道施設の老朽化の状況を踏まえた改築計画を

策定し、適正な整備を実施します。 

主な

事業 

下水道ストックマネジメント計画策定事業 下水道ストックマネジメント計画の推進（施設の点検、

修繕、改築事業） 

  

 

取り組み方針④：公共下水道等及び合併処理浄化槽の普及 

公共下水道・農業集落排水整備区域において、水洗化率向上に向けた普及・啓発活動を継続して実施します。

また、整備区域外地域においては、合併処理浄化槽への整備（転換）を推進します。 

主な

事業 

水洗化率向上に向けた普及・啓発 合併処理浄化槽設置推進事業 

  

取組み方針⑤：下水道事業の経営安定化 

2020年 4月から地方公営企業法を適用し、公営企業会計への移行に向けた検討・準備を進めます。また、企

業会計移行後は下水道事業等の適正な経営の実現に向けて取り組みます。 

主な

事業 

公営企業会計移行事業  

  

 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

香取市汚水適正処理構想 2015（平成 27）年度～2034年度 

香取市公共下水道総合地震対策計画 2019（平成 31）年度～2023年度 

香取市下水道ストックマネジメント計画 2018（平成 30）年度～    

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

公共下水道への加入 

合併処理浄化槽への転換 
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33 市民協働  担当課： 市民協働課 関係課：  － 

 

■５年後の目指す姿 

住民自治協議会をはじめ、様々な市民活動団体の主体的な活動を支援・推進しています。市民が主体となっ

て、地域の課題やニーズに応じ、積極的に地域づくりに取り組んでいます。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

コミュニティビジ

ネス協議会数 

 

コミュニティビジネスに取り組む協議会数 

（出典：市民協働課調べ） 

0 

件 

 

1 

件 

 

2 

件 

 

4 

件 

 

地域振興事業助

成団体数 

地域振興事業助成団体数 

（出典：市民協働課調べ） 

13 

団体 

 

12 

団体 

 

15 

団体 

 

15 

団体 

 

 

■現状  

 高齢化による生活機能の低下、人口減少・過疎化による集落の生活支援機能の低下が進む中、住民が中

心となって地域の暮らしを支える仕組みである「地域運営組織」が注目され、全国 1/3の市町村で組織化さ

れています。 

 本市においては、市内 22 の小学校区の内、19 の小学校区で住民自治協議会が組織され、各地で地域色

豊かな活動が展開されています。また、未設立の小学校区での設立の推進や、設立後の活動に対する人

的及び財政的支援を行っています。 

 テーマ型市民活動団体の公益的な活動に対し、財政的支援を行い積極的な市民活動の展開を促していま

す。 

 

■主な課題 

 未設立地域においても住民自治協議会の設立が必要です。 

 持続可能な住民自治協議会組織の構築が必要です。 

 市民活動団体への継続的な支援が求められています。 

 増大する地域課題に対応するため一層の市民協働が必要です。 
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■施策の展開 

取り組み方針①：住民自治協議会への継続的な支援 

地域がまちづくりに主体的に取り組むことができるようにするため、市内全地域における住民自治協議会の

設立を目指し、引き続き設立及び活動を支援します。 

主な

事業 

住民自治協議会設立推進事業 住民自治協議会活動の運営に対する支援やアドバイ

ス 

  
 

取り組み方針②：住民自治協議会の発展に向けた支援の充実 

地域の暮らしぶりを将来にわたって持続させていくため、住民自治協議会の組織強化と活動の活性化を促す

など、住民自治協議会の発展に向けて支援します。 

主な

事業 

先進情報の提供 人材育成・研修 

コミュニティビジネスコーディネート 活動拠点の確保支援 
 

取り組み方針③： 市民活動団体等への継続的な支援 

自治会やまちづくりに様々なかたちで関わっているテーマ型市民活動団体の公益的な活動に対して、引き続

き財政的に支援します。その中から、コミュニティビジネスに発展する可能性のある事業については、住民自治

協議会と連携して包括的に支援します。 

主な

事業 

自治会との連携・支援事業 地域振興事業 

地区集会施設整備事業 コミュニティビジネス推進事業 
 
 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

香取市市民協働指針（かとりの風） 2009（平成 21）年～ 

 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

まちづくりへの主体的な取り組み 
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34 人権  担当課： 市民協働課 関係課：  学校教育課・生涯学習課 

 

■５年後の目指す姿 

市民が立場や性別に関わりなくお互いを尊重し、ともに支えあうことができます。個性を輝かせ、持てる能力を

発揮し、人間としての尊厳をもって、安心・安全に生活できています。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

研修等の参加者

数 

各種人権に関わる研修等の参加者 

（出典：市民協働課調べ） 

 

419 

人 

430 

人 

450 

人 

470 

人 

審議会等の女性

構成比率 

審議会等の委員総数に占める女性委員の割

合 

（出典：市民協働課調べ） 

29.5 

％ 

30.0 

％ 

31.0 

％ 

32.0 

％ 

 

■現状  

 国においては、平成 28 年に「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」、「部落差別の解消の推

進に関する法律」、「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律」、

「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」などの差別解消に向けた法律が施行されました。女

性、子ども、高齢者、障害のある人、同和問題、インターネットでの人権侵害など、人権問題に対する意識

改革を進めています。 

 本市では、人権意識を高めるため、市主催の「人権のつどい」を開催し、小中学生人権標語表彰を通

じて児童・生徒及び保護者に対する啓発や、人権講演会を通じた人権に関する意識の高揚を図ってい

ます。また、月に 1 回、人権擁護委員による人権相談を実施しているほか、千葉県と共催で研修等を

開催し、男女共同参画に対する意識高揚を図っています。 

 「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」（ＤＶ防止法）の規定に則り、平成 25 年

3 月に「香取市ＤＶ防止・被害者支援基本計画」を策定するとともに、増加傾向にあるＤＶ被害に対する

相談や緊急避難支援を実施しています。 

 市が率先して男女の雇用均等を図り、市の審議会等の女性構成比率が平成 25 年 27.6%から平成 28

年 29.5%へ、女性管理職の構成比率が平成 25年 4.1%から平成 28年 11.1%へと改善しています。 

 

■主な課題 

 人権に関する市民意識の高揚及び啓発が必要です。 

 増加傾向にあるＤＶ被害に対する相談体制等の充実が必要です。 

 男女共同参画社会を目指す意識の高揚及び啓発が必要です。 

 学校現場での人権に関する学習機会の提供が必要です。 
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■施策の展開 

取り組み方針①：人権に関する意識の醸成 

「香取市人権施策基本指針」の浸透を図り、指針に掲げる事業を進行管理します。また、市民及び市職

員を対象とした、人権に関する研修会の規模や回数を増やすなど啓発活動を充実します。 

主な

事業 

人権施策基本指針の推進 市民及び市職員対象の研修会開催事業  

  
 

取り組み方針②：ＤＶ被害者への対応策の充実 

ＤＶ被害者が求める相談体制の整備、緊急避難後の生活を再建するための支援の充実に取り組みます。 

主な

事業 

ＤＶ相談窓口事業 ＤＶ被害者融資事業 

  
 

取り組み方針③：男女共同参画社会の醸成 

男女の性別にかかわらず、個人として尊重されるとともに、個性と能力が十分に発揮することができる社

会の実現に向けた取り組みを推進します。 

主な

事業 

男女共同参画計画の推進 男女共同参画に関する学習会等の開催 

  
 

取り組み方針④：学校における学習機会の提供 

男女共同参画について正しい知識と態度を身に付けられるよう、男女平等を視点に置いた教育・学習を

推進します。また、保護者や担い手となる教育関係者の意識啓発を行います。  

主な

事業 

児童、保護者対象の男女共同参画講座

開催事業 

 

  
 
 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

香取市男女共同参画計画 2010（平成 22）年度～2019（平成 31）年度 

香取市人権施策基本指針 2010（平成 22）年度～ 

香取市 DV防止・被害者支援基本計画 2013（平成 25）年度～2019（平成 31）年度 

 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

講習会・研修会への積極的な参加 

関係機関への迅速な相談・連絡 
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35 国際交流・地域間交流  担当課： 市民協働課 関係課：  企画政策課・商工観光課・学校教育課・総務課 

 

■５年後の目指す姿 

市民の国際感覚が高まり、本市を訪れる外国人の受け入れ体制が整い、国際交流が盛んに行われ、来訪者

が増加しています。また、姉妹・友好都市との市民レベルの交流がさらに深まっています。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

在住外国人及び

市民向け各種講

座参加者数 

市内在住外国人及び市民向けの言語教室等

学習機会への参加者数 

（出典：市民協働課調べ） 

－ 

 

 

500 

人 

 

550 

人 

 

600 

人 

 

通訳ガイドボラン

ティア案内件数 

外国人来訪者に対する市内案内件数 

（出典：市民協働課調べ） 

20 

件 

（2016） 

40 

件 

 

50 

件 

 

50 

件 

 

 

■現状  

 2020 年東京オリンピック・パラリンピックの開催や成田国際空港の機能強化が進められる中、訪日外国人

旅行者数も平成 28年には 2,400万人に達し、地域の国際化がより一層求められています。それに伴い、本

市においては、香取市国際交流協会による様々な活動が展開され、在住外国人との交流や外国人観光客

の受け入れなど、国際化に向けた体制づくりが進められています。 

 香取市国際交流協会による在住外国人への日本語教室、外国人観光客への通訳ガイドボランティア、市

民向け英会話講座など、市の国際化に向けた交流機会の場の創出が図られています。さらには他市の協

会との研修・情報交換も積極的に行われ、市の国際交流の推進に大きな役割を果たしています。 

 日本遺産の認定、佐原の山車行事のユネスコ無形文化遺産の登録などにより、本市を訪れる外国人の増

加が見込まれます。 

 ホームステイや ALT（外国語指導助手）による授業などに積極的に取り組み、国際感覚の育成が進められ

ています。 

 地域間交流の取り組みについては、兵庫県川西市、福島県喜多方市、佐賀県鹿島市及び茨城県つくばみ

らい市など、姉妹・友好都市等との都市間交流を通じて、観光、物産振興のほか災害協定による連携など、

市民相互の交流活動の機運が高まっています。今後は、国外も視野に入れて新たな都市間交流を検討し

ます。 

 近隣自治体との連携については、成田国際空港圏や利根川下流域の市町村が、共通課題の解決、また広

域的活性化を図ることを目的に協議等が行われています。 

 

■主な課題 

 国際交流協会の活動を支援し、市民参加・協力による国際交流を進めることが必要です。 

 外国人が安心して地域で暮らせる多文化共生のまちづくりが求められます。 

 姉妹・友好都市等との交流を通じて各分野における連携が必要です。 

 近隣自治体等との連携よる新たな事業展開が必要です。 

 

■施策の展開 
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取り組み方針①：国際交流活動の推進 

香取市国際交流協会との連携を深め、これまでの活動を継続・発展させ、市民と外国人との交流機会を向上

させます。また、市民主体の国際交流を進めるため、情報提供に努めるとともに、民間団体等と連携して人材の

育成、確保に努めます。 

主な

事業 

国際交流協会補助事業 異文化交流イベント等の開催 

国際理解教育の推進  
 

取り組み方針②： 国際性豊かな地域づくりの推進 

地域の特性や外国人のニーズを踏まえ、多様な言語による行政・生活情報、防災情報の発信をするとともに、

地域生活で生じる不便さの解消に向けたコミュニティ支援、生活相談支援等の充実を図ります。また、関係機関

との横断的な連絡調整を行いながら、協働して多文化共生のまちづくりを推進します。 

主な

事業 

在宅外国人生活支援事業 情報多言語化の推進 

  
 

取り組み方針③：姉妹・友好都市との交流の推進 

姉妹・友好都市等との地域間交流を通じて、市民生活や文化活動、まちづくりなど各分野における連携を図る

ため、積極的な交流活動を促進します。 

主な

事業 

友好関係団体との交流イベント等の開催  

  
 

取り組み方針④：近隣自治体との連携  

共通の課題や目的を持つ近隣自治体等との連携による広域プロジェクト活動を推進します。また、観光や防

災など各分野において、県外自治体と連携した相互協力体制の構築を推進します。 

主な

事業 

成田国際空港関係団体との連携による情

報収集や各種事業化の実施 

災害時応援体制の強化 

  

 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

― ― 

 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

国際交流事業への参加・協力 

異文化に対する関心・理解 

姉妹・友好都市等との積極的な交流 
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36 広報・広聴  担当課： 秘書広報課 関係課：  総務課、議会事務局 

 

■５年後の目指す姿 

市政に関する情報が的確に公表され、市民の意見が十分に反映された市の行政運営や計画など策定、重要

施策が決定しています。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

広報紙の閲覧割

合 

広報紙を定期的に読んでいる市民の割合 

（出典：企画政策課調べ） 

 

49.4 

％ 

50 

％ 

51 

％ 

52 

％ 

ウェブサイトへの

アクセス件数 

市ウェブサイトへのアクセス件数 

（出典：秘書広報課調べ） 

154,989 

件/月 

 

160,000 

件/月 

 

170,400 

件/月 

 

181,500 

件/月 

 

 

■現状  

 全国的に、SNS（ソーシャルネットワークシステム）など多様な情報提供ツールが急速に広く社会に浸透して

います。スマートフォンの保有率は、平成 22 年の 10％から平成 28年には 71.8％と増加が顕著です。今後

もこの傾向は続くことが予想されます。 

 月 2 回発行の広報紙を、平成 29 年 5 月から月 1 回にし、内容も含めて紙面を一新しています。31,200 部

を新聞折込で各家庭に配布しているほか、公共施設をはじめとした各種施設 82 ヵ所に配布しています。し

かし、全世帯への配布手段が確立されておらず、配布率は 93％となっています。 

 多くの市民に登場してもらい、親しまれる紙面づくりに取り組んでいます。 

 平成 28年度のウェブアクセス件数は平成 24年度に比較して 148％と順調に増加しています。しかし、市政

よりイベント情報へのアクセスが顕著であり、広報紙からの誘導や、議会の配信も含めて、動画の閲覧件

数が少ない状況です。  

 市民の声を市政に反映するために、市民懇談会や市長への手紙制度のほか、各種市民アンケート、パブリ

ックコメントを実施しています。行財政運営の透明性を確保し市民との市政情報の共有化を目指して、積極

的な情報公開に取り組んでいます。 

 議会だよりの紙面を平成 29 年 5 月から刷新しています。30,200 部を新聞折込で各家庭に配布しているほ

か、公共施設に配布しています。 

 

■主な課題 

 情報への到達容易性を向上するために、多種多様な情報メニューの充実が必要です 

 市政情報のほか地域に密着したきめ細かな情報など、市民が必要とする多様な情報の提供が必要です。 

 市民の声を市政に反映していくために、市民意向を的確に把握することが求められます。 

 個人情報の適切な管理と市民への行政情報の積極的な提供が必要です。 

 議会の審議内容や取り組みについて、積極的な情報発信が必要です。 
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■施策の展開 

取り組み方針①：広報活動・機能の充実 

代表的な広報媒体の広報紙と市ウェブサイトを充実します。広報紙は、見やすく・読みやすく・分かりやすい表

現とレイアウトに配慮するとともに、市民の登場や活動・生活を魅力的な写真で紹介します。広報モニター制度と

併せて、市民に親しまれる市民参加型の広報紙を作成します。 

市ウェブサイトは、適時・適切な情報を発信するとともに、市民からの情報を提供してもらう相互方向コミュニ

ケーションツールの活用を検討します。 

主な

事業 

広報紙の充実 広報紙の配布率向上 

市ウェブサイトの充実 新たな情報媒体の導入の検討 
 

取り組み方針②： 広聴活動の充実 

多様化する市民の意見や要望を的確に把握し、市政に反映させます。市民懇談会や座談会、市長への手紙

など広聴機会利用の啓発をします。パブリックコメントを行う重要な政策などの決定に際し、適宜アンケート調査

を実施するなど市民の意向の把握に努め、内容を調整します。 

主な

事業 

市民懇談会、座談会の実施 市長への手紙の実施 

パブリックコメントの実施  
 

取り組み方針③：個人情報の適正管理と情報公開の推進 

市の保有する個人情報を適切に取り扱い、個人の権利と利益の保護を図ります。また、市政の公正な運営と

市民の市政に対する信頼を深めるため、情報公開制度の適切な運用を推進します。 

主な

事業 

個人情報保護制度の適正な運営 情報公開の推進（広報紙、市ウェブサイトなど情報提

供手段の有効活用を含む） 

  
 

取り組み方針④：開かれた議会に向けた取り組み 

市民に開かれた、より透明性の高い議会を目指し、議会だよりや市ウェブサイトの充実を図るとともに、議会

定例会及び臨時会の本会議の状況を引続きインターネットで配信していきます。 

主な

事業 

議会だよりの充実 インターネット配信事業（議会中継） 

  
 
 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

― ― 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

市政への関心と理解 

まちづくりや市政への積極的な参加 

広報紙や市ウェブサイト等の広報媒体からの積極的な市政関連情報の取得 
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3７ 行政運営  担当課： 総務課 関係課：  企画政策課 

 

■５年後の目指す姿 

第 2次香取市総合計画を推進しながら民間等との連携を進め、限られた人的資源を効果的に活用し、簡素で

効率的な行政運営が行われています。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

定員管理職員数 

市職員の定数 

（出典：総務課） 

638 

人 

628 

人 

596 

人 
－ 

香取市の住みやすさ 

市民意識調査の数値 

（出典：企画政策課調べ） 

48.5 

％ 

― 

％ 

53.0 

％ 

56.0 

％ 

 

■現状  

 全国的に、依然として厳しい地方財政の状況など地方公共団体における経営資源の制約が強まる一方で、

少子高齢化等を背景とした行政需要は確実に増加することが見込まれ、このような状況下においても質の

高い公共サービスを引き続き効果的・効率的に提供するためにより一層の取り組みが求められています。 

 本市では、平成 18年の合併後、新生香取市の 10年間の市政運営の羅針盤となる「香取市総合計画」を平

成 20 年度に策定し、まちづくりを進めてきました。この間、東日本大震災から震災対策として「香取市災害

復興計画」を策定したほか、人口減少対策に重点をおき、地方創生に取り組むため、「香取市まち・ひと・し

ごと創生総合戦略」（総合戦略）を策定するなど、社会状況を踏まえ、計画的な行政運営を進めています。 

 行財政改革については、「香取市行財政改革大綱」を策定し推進しています。本大綱には、4つの基本方針

を掲げ、この方針に沿って集中改革プランを定め、組織のスリム化や職員数の削減をはじめ、施設の統廃

合、民間委託等の推進、債権一元化、市民協働、情報化の推進などの改革に取り組んでいます。 

 行政組織は、課を合併時の 61課から 25課へと、約 6割を統合・削減したほか、指定管理者制度導入施設

は、合併前の 4施設から 13施設増え、17施設で導入しています。また、職員についても削減を進め、定員

管理上の職員数は、合併当時の 921人から平成 29年度当初で 638人となり、約 30.7％を削減しています。 

 行政運営は、新たな行政課題や多様化する市民ニーズに的確に対応していく必要がありますが、職員数

の削減を中心とした対策だけでは限界があります。したがって従来からの行財政活動を見直し、計画的な

行政運営を進め行政サービスの維持向上に努めていく必要があります。 

 

■主な課題 

 総合計画の適切な管理と評価が必要です。 

 総合戦略の適切な管理と評価が必要です。 

 効率的な行政運営が必要です。 

 人的資源の有効活用が必要です。 
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■施策の展開 

取り組み方針①：総合計画の評価と管理 

前期基本計画に基づく 5 か年間の中期的目標を達成するため、実施計画の策定を通じた効率的・計画的な

行政施策の推進に取り組みます。実施計画は、適宜、合理性と効率性を基軸とした客観的な評価を行い、前期

基本計画の推進状況を確認する過程で具体的な調整を図ります。さらに、マネジメントサイクルの考え方に基づ

いた行政評価制度を強化し、前期基本計画の進行管理の仕組みを構築します。 

主な

事業 

前期基本計画の進捗管理 実施計画の策定と推進 

予算査定・組織マネージメントに活用可能

な事務事業評価方法の開発 

市民意識調査事業 

 

取り組み方針②：まち・ひと・しごと創生総合戦略の評価と管理 

総合戦略に基づく 4 つの基本目標を達成するため、各施策の進捗状況を管理する過程で、重要業績評価指

標及び主な取組内容の見直しを実施します。また、進捗状況は、市ウェブサイトなどを通じた情報公開を適宜実

施し、全体での課題認識の深化を図ります。 

主な

事業 

総合戦略の進捗管理と評価 外部有識者会議による総合戦略の評価 

  
 

取り組み方針③：効率的な行政運営の推進 

厳しい財政状況の中、新たな行政課題や多様化する市民ニーズに的確に対応するため、従来からの行財政

活動を見直し、行政組織のスリム化を進めるとともに、組織の機動性の向上や多様な連携、情報化を推進し、事

務及び事業の運営が簡素かつ効率的となるよう行政運営に取り組みます。 

主な

事業 

香取市機構改革基本方針や職員定員適正

化計画の推進 

情報化推進計画の推進 

民間等と連携した行政運営  
 

取り組み方針④：職員の人材育成 

職員の能力開発を総合的・効果的に推進するため、雇用環境の整備を図るとともに地方公務員制度改革の

状況を見ながら、人材育成に関する基本方針を見直します。また、人事評価制度の適正運用を図るほか、各種

研修への参加や関係機関との人事交流、民間への派遣研修を行い、実務能力の強化を図ります。 

主な

事業 

人材育成基本方針の見直し 人事評価制度の適正運用 

職員研修及び人事交流の充実  
 
 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

香取市まち・ひと・しごと創生総合戦略 2015（平成 27）年～2019（平成 31）年 

香取市行財政改革大綱 2018（平成 30）年～2022年 

香取市職員定員適正化計画 2016（平成 28）年～2020年 

香取市特定事業主行動計画 2015（平成 27）年～2019（平成 31）年 

香取市情報化推進計画 2015（平成 27）年～2019（平成 31）年 

 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

多様な主体が行政運営に参画することへの理解 

市が抱える重要課題の認識深化と施策に対する評価 
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38 財政運営  担当課： 財政課 関係課：  税務課・総務課・企画政策課 

 

■５年後の目指す姿 

中長期的な財政見通しのもと、将来に向けて自主性・自立性の高い、持続可能な財政運営を行っています。 

 

■施策の成果を表す指標 

指標名 指標の説明 
現状値 目標値 

2017(H29)  2018 2020 2022 

将来負担比率 

地方公共団体の借入金や将来支払っていく負

担等の残高を指標化し、将来財政を圧迫する

可能性の度合い （出典：財政課調べ） 

54.6 

% 

（2016）  

69.6 

% 

 

84.6 

% 

 

99.6 

% 

 

一般市税の収納

率 

市民税や固定資産税などの市税調定額に対し

て収納された額の割合 

（出典：税務課調べ） 

88.2 

% 

（2016） 

90.2 

% 

 

92.2 

% 

 

94.2 

% 

 

 

■現状  

 全国的に、人口減少、特に生産年齢人口の減がもたらす市民税の減少が懸念されています。また、普通交

付税において、合併算定替えの縮減・終了、さらに、税の収納率はトップランナー方式が採用されるなど、

財政状況を取り巻く環境は厳しくなっています。 

 本市の近年の財政状況は、実質収支（歳入－歳出）で 20億円以上となるほか、繰上償還を実施するなど、

良好な状態で推移しています。財政の健全化を診断する指標である経常収支比率、実質公債費比率、将

来負担比率については、平成 29 年度の目標数値を大幅に改善した値で達成できる見込みです。これは、

人件費削減や合併特例債の有効活用により、財政調整基金の積立や繰上償還したことが大きな要因とな

っています。 

 自主財源の確保の観点から、太陽光発電施設整備や株式会社成田香取エネルギー（地域電力会社）を設

立しています。このほか、財源の根幹である市税、企業誘致、売却を含めた保有資産の有効活用を行って

います。 

 平成 28 年 3 月に「香取市公共施設等総合管理計画」を策定し、公共施設の効果的な利用促進を図ってい

ます。今後、将来の財政状況や人口動態を踏まえて、公共施設の再配置など具体的な個別計画を策定し

ていきます。 

 受益と負担の公平性確保のため、行政サービスの使用料・手数料について、平成 26 年度に見直しを実施

しています。また、公平な課税と収納率の向上を図るため、滞納処分の強化を図り、平成 26 年度から平成

28 年度の間に、840 件の差押えを実施しています。収納率は、平成 24 年度 83.87％から、平成 28 年度

88.19％に改善していますが、県内では依然として低い数値となっています。 

 

■主な課題 

 公平な課税と収納率の向上が必要です。 

 受益者負担の適正化が必要です。 

 中長期財政推計に基づく計画的な財政運営が必要です。 

 「香取市公共施設等総合管理計画」の推進が必要です。 
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■施策の展開 

取り組み方針①：公平な課税と収納率の向上 

市民税等の未申告者の解消や未評価家屋の解消など、公平な課税を目指し、市民の納税意識の醸成を図り

ます。また公平な税負担とするため、現年分の収納の確保と滞納処分の強化を図ります。併せて、総合的な債

権処理体制を充実し、市税以外の債権処理に取り組みます。 

主な

事業 

市民税等未申告者、未評価家屋の調査 効率的な債権処理体制の取組 

現年分の収納確保と滞納処分の強化  
 

取り組み方針②： 受益者負担の適正化 

各種料金等について、受益者負担の適正化が図られるよう一部事務組合を含めた公営企業等特別会計の事

業運営計画等を踏まえ、財政運営を行います。また、社会経済情勢や施設の状況を見ながら、使用料・手数料

を見直します。 

主な

事業 

公営企業等の経営改善 使用料・手数料の見直し 

  
 

取り組み方針③：公共施設等総合管理計画の推進 

平成 28 年 3 月に策定した「香取市公共施設等総合管理計画」の基本的な方針である“公共施設総延床面積

25％縮減”の実現に向け、個別計画を作成し、推進していきます。特に、今後発生する学校、保育園、幼稚園等

の統廃合による空き施設の取り扱いを検討します。 

主な

事業 

公共施設統合に係る個別計画の策定と推進  

  
 

取り組み方針④：中長期財政推計に基づく計画的な財政運営 

毎年度、中長期財政推計を見直し、計画的な財政運営の推進に取り組みます。また、あらゆる歳入確保策を

検討し、歳出においては、施策評価・事務事業評価、補助金等の見直しなどを通して、適正な支出に努めるなど、

歳入歳出両面から持続可能な財政構造の確立に向けた取り組みを進めます。 

主な

事業 

中長期財政推計の更新  

  
 

■関連する個別計画 

計画名 計画期間 

第 3次行財政改革大綱 2018（平成 30）年～2022年 

第 3次集中改革プラン 2018（平成 30）年～2022年 

職員定員適正化計画 2016（平成 28）年～2020年 

香取市公共施設等総合管理計画 2016（平成 28）年～2045年 

香取市まち・ひと・しごと創生総合戦略 2015（平成 27）年～2019（平成 31）年 

中長期財政推計 2017（平成 29）年～2027年 

 

■市民・地域への期待 

市民・地域への期待 

財政状況に対する関心と理解 

 


